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（単位　千円）

(A)

―

(B)

％

98.1

172.0

107.1

特 別 会 計

企 業 特 別 会 計

△ 16,202,852

194,634,838

981,30413,896,08014,877,384

１　平成30年度当初予算総括

一 般 会 計

会 計 別

（B）

846,395,633

平成29年度

当初予算額

862,598,485

(A)　―　(B)

平成30年度

当初予算額

比　　　　　較

465,067,312

（A）

270,432,474
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２　平成30年度一般会計予算  

（単位　千円）

（歳　入）

（歳　出）

　目 的 別

　性 質 別

251,672,501

29.7%

15,465,977

1.8%

125,423,947

14.8%

134,908,671

16.0%

318,924,537

37.7%

歳歳歳歳 出出出出

846,395,633846,395,633846,395,633846,395,633

100.0%100.0%100.0%100.0%

人人人人 件件件件 費費費費

公公公公 債債債債 費費費費

投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費

扶扶扶扶 助助助助 費費費費

その他行政費その他行政費その他行政費その他行政費

200,110,938

23.6%

125,814,160

14.9%

119,273,385

14.1%

99,172,118

11.7%

87,660,495

10.4%

56,405,068

6.7%

43,605,306

5.1%

42,932,348

5.1%

39,403,533

4.7%

20,674,584

2.4%

11,343,698

1.3%

歳歳歳歳 出出出出

846,395,633846,395,633846,395,633846,395,633

100.0%100.0%100.0%100.0%

教教教教 育育育育 費費費費

土土土土 木木木木 費費費費

公債費公債費公債費公債費

民民民民 生生生生 費費費費

商商商商 工工工工 費費費費

警 察 費警 察 費警 察 費警 察 費

諸諸諸諸 支支支支 出出出出 金金金金

農林水産業費農林水産業費農林水産業費農林水産業費

総総総総 務務務務 費費費費

衛衛衛衛 生生生生 費費費費

その他その他その他その他

233,317,486

27.6%

195,907,000

23.1%

99,926,380

11.8%

101,408,000

12.0%

58,926,150

7.0%

81,236,000

9.6%

37,142,001

4.4%

17,147,887

2.0%

15,234,121

1.8%

6,150,608

0.7%

歳歳歳歳 入入入入

846,395,633846,395,633846,395,633846,395,633

100.0%100.0%100.0%100.0%

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税

県 税県 税県 税県 税

県 債県 債県 債県 債

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

諸 収 入諸 収 入諸 収 入諸 収 入

地方消費税清算金地方消費税清算金地方消費税清算金地方消費税清算金

繰 入 金繰 入 金繰 入 金繰 入 金
使用料及び手数料使用料及び手数料使用料及び手数料使用料及び手数料

地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税

その他その他その他その他
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　　（１）　　歳　 入

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)

―

(B)

％ ％ ％

1 県 税 27.6 26.4 102.6

2

地 方 消 費 税

清 算 金

9.6 9.1 103.2

3 地 方 譲 与 税 4.4 4.3 99.0

4

地 方 特 例

交 付 金

0.1 0.1 118.1

5 地 方 交 付 税 23.1 23.0 98.9

6

交通安全対策

特 別 交 付 金

0.1 0.1 96.8

7

分 担 金 及 び

負 担 金

0.3 0.3 91.3

8

使 用 料 及 び

手 数 料

2.0 2.1 95.9

9 国 庫 支 出 金 11.8 11.8 98.2

10 財 産 収 入 0.2 0.2 95.0

11 寄 付 金 0.0 0.0 129.9

12 繰 入 金 1.8 2.3 75.9

13 繰 越 金 0.0 0.0 100.0

14 諸 収 入 7.0 8.1 84.6

15 県 債 12.0 12.2 96.4

100.0 100.0 98.1

△ 10,705,320

△ 222,301

△ 740,473

△ 1,805,964

△ 89,237

5,834,941

2,492,000

119,360

△ 4,838,858

1,774,899

1

69,631,470

399,855

20,072,979

△ 368,000

133,000

△ 2,239,000

△ 25,000

0

770,000

2,554,031

17,888,360

101,408,000

846,395,633

105,156,000

862,598,485

519,215

15,234,121

101,732,344

17,147,887

99,926,380

1,685,662

227,482,545

78,744,000

37,510,001

736,000

198,146,000

37,142,001

869,000

195,907,000

745,000

1

平成30年度

当初予算額

（A）

構

成

比

比　　　　　較

合　　　　計

構

成

比

（B）

△ 3,748,000

△ 16,202,852

平成29年度

当初予算額

233,317,486

(A)　―　(B)

81,236,000

58,926,150

2,331,730
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　　（２）　　歳　出（目的別）

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)

―

(B)

％ ％ ％

1 議 会 費 0.2 0.2 99.2

4.7 4.0 115.2

3 民 生 費 14.1 14.3 96.5

4 衛 生 費 2.4 2.5 94.1

5 労 働 費 0.2 0.3 71.3

0.3 0.4 93.1

7 農林水産業費 5.1 5.0 101.2

8 商 工 費 6.7 7.6 85.7

9 土 木 費 11.7 11.3 101.8

10 警 察 費 5.1 5.1 98.1

11 教 育 費 23.6 24.2 95.8

12 災 害 復 旧 費 0.6 0.4 133.8

13 公 債 費 14.9 15.1 96.7

14 諸 支 出 金 10.4 9.6 106.1

15 予 備 費 0.0 0.0 100.0

100.0 100.0 98.1

0

△ 16,202,852

100,000

846,395,633

87,660,495

△ 4,307,457

△ 1,305,019

862,598,485

100,000

200,110,938

4,706,375

42,932,348

△ 4,230,672

△ 866,725

△ 216,743

504,899

△ 9,427,95465,833,022

82,596,338

99,172,118

119,273,385

20,674,584

2,158,120

2,928,727

56,405,068

43,605,306

125,814,160

97,433,263

43,748,722

208,835,123

3,517,494

総 務 費

環 境 費6

合　　　　計

（A）

2

平成30年度

当初予算額

構

成

比

平成29年度

当初予算額

構

成

比

1,450,476

39,403,533

3,024,845

3,145,470

43,100,407

1,462,770

34,195,754

123,580,842

21,979,603

(A)　―　(B)

△ 816,374

△ 8,724,185

1,188,881

1,738,855

（B）

比　　　　　較

△ 12,294

5,207,779

5,064,157

130,044,832
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　　（３）　歳　出（性質別）

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)

―

(B)

％ ％ ％

29.7 29.5 99.0

1.8 1.8 98.9

14.8 15.0 96.7

16.0 16.2 96.8

一般公共事業費 9.1 8.8 101.6

災害公共事業費 0.6 0.4 134.1

一般単独事業費 4.6 5.4 84.2

災害単独事業費 0.0 0.0 122.3

直轄事業負担金 1.7 1.6 102.5

37.7 37.5 98.5

100.0 100.0 98.1846,395,633

323,700,306

862,598,485

38,796,722

318,924,537

14,048,525

108,592

46,096,676

88,786

14,399,322

△ 16,202,852

△ 7,299,954

19,806

350,797

△ 4,775,769

△ 4,520,162

1,240,114

1,169,075

251,672,501

15,465,977

△ 2,433,377

（A） （B）

平成30年度

当初予算額

比　　　　　較

(A)　―　(B)

△ 177,618

△ 4,295,926

134,908,671

77,006,252

4,597,783

129,719,873125,423,947

139,428,833

75,766,138

3,428,708

254,105,878

15,643,595扶 助 費

合　　　　計

人 件 費

そ の 他 行 政 費

投 資 的 経 費

公 債 費

構

成

比

平成29年度

当初予算額

構

成

比
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３　平成30年度特別会計予算  

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)

―

(B)

％

市 町 村 振 興 資 金

貸 付 金

皆減

公 債 費 105.5

母 子 父 子 寡 婦

福 祉 資 金 貸 付 金

77.4

心 身 障 害 者 扶 養

共 済 事 業 費

101.5

地 方 独 立 行 政 法 人

長野県立病院機構施設

整 備 等 資 金 貸 付 金

106.8

国 民 健 康 保 険 皆増

流域下水道事業費 93.5

小 規 模 企 業 者 等

設 備 導 入 資 金

8.8

農 業 改 良 資 金 32.8

漁 業 改 善 資 金 94.6

県 営 林 経 営 費 102.0

林 業 改 善 資 金 99.3

高 等 学 校 等 奨 学

資 金 貸 付 金

97.6

172.0

186,181,610 ― 186,181,610

141,093

84,633

4,883,257

△ 714,223

376,396

△ 575

△ 85,512

△ 124,140

6,822

302,889

△ 320

△ 3,331

194,634,838

△ 4,451,091

合　　　　計

5,883

127,317

7,606

84,058

137,762

270,432,474

10,974,34910,260,126

465,067,312

432,166

41,805

5,563

384,002

平成30年度

当初予算額

（A）

―

261,884,291

4,457,993

165,067

248,204,121

423,959

471,088

4,760,882

(A)　―　（B）

548,099

464,266

比　　　　　較

（B）

平成29年度

当初予算額

△ 165,067

13,680,170
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４　平成30年度企業特別会計予算  

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)

―

(B)

％

129.6

96.5

107.1

比　　　　　較

平成29年度

当初予算額

(A)　―　(B)

13,896,080

1,310,950

△ 329,646

981,304

9,470,543

合　　　　計

（B）

平成30年度

当初予算額

（A）

5,736,487

9,140,897

14,877,384

電 気 事 業

水 道 事 業

4,425,537

7



〔歳入〕

   引上げ分の地方消費税収　17,056,000千円

〔歳出〕 （単位：千円）

引上げ分の
地方消費税

その他

生 活 保 護 2,965,517 1,806,991 1,158,526 92,200 1,066,326

児 童 福 祉 13,575,352 1,970,838 11,604,514 4,685,398 6,919,116

母 子 福 祉 2,126,165 846,881 1,279,284 320,132 959,152

高 齢 者 福 祉 2,679,243 1,464,308 1,214,935 504,851 710,084

障 害 者 福 祉 12,307,778 687,883 11,619,895 924,756 10,695,139

小　計 33,654,055 6,776,901 26,877,154 6,527,337 20,349,817

国 民 健 康 保 険 17,993,624 - 17,993,624 2,705,580 15,288,044

後期高齢者医療 26,665,868 - 26,665,868 2,441,677 24,224,191

介 護 保 険 28,320,392 - 28,320,392 3,225,949 25,094,443

小　計 72,979,884 - 72,979,884 8,373,206 64,606,678

医 療 対 策 13,127,257 2,145,555 10,981,702 1,159,241 9,822,461

疾 病 予 防 対 策 5,513,512 2,788,908 2,724,604 996,216 1,728,388

小　計 18,640,769 4,934,463 13,706,306 2,155,457 11,550,849

125,274,708 11,711,364 113,563,344 17,056,000 96,507,344

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　　計

５　平成30年度地方消費税引上げ分の使途

区　　分 金　額

財　源　内　訳

特定財源 一般財源

  8



※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

【新】
1

[010103]

消防課 H30予算

2 火山対策事業費*
[010201]

危機管理防災課 H30予算 15,466

危機管理部

258,402 H29当初 0

県関係火山の災害に関するリスクを軽減するため、御嶽山を始めとする火山の
防災対策を強化します。

（新）・火山避難施設整備支援事業補助金　（事業主体　市町村、補助率1/3）
（新）・御嶽山噴火災害対応記録集の制作
　　　・名古屋大学御嶽山火山研究施設支援事業
　　　・御嶽山火山マイスター制度支援事業

*御嶽山における活動火山対策避難施設の整備：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0カ所（2017年度）→1カ所（2018年度）
*御嶽山火山マイスターの認定

(一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

51,791 H29当初

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

消防防災航空体制を再構築するため、ヘリコプター機体の借上及び操縦士等
の派遣受入を行うとともに、安全運航体制の確立を推進します。

（新）・第三者の評価・助言に基づく、安全対策に係る継続的な改善の取組
（新）・チーム力の強化等安全対策に係る研修の実施

*消防防災ヘリコプターによる消防活動：航空体制の再構築（2017年度）→

消防防災航空体制再構築
事業費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  消防防災ヘリコプターによる活動再開（2018年度）

9 (危機管理部-1)



※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

【新】
1 未来につなげる「信濃の国」

県歌制定50周年事業費
[020402]

広報県民課 H30予算

2 移住・交流推進事業費
[020901]

*移住相談件数：7,952件（2016年度）→8,544件（2018年度）

*週末信州人等登録者数（累計）：13人（2016年度）→250人（2018年度）

*都市農村交流人口：624,909人（2016年度）→647,000人（2018年度）

地域振興課
楽園信州・移住推進室 H30予算

【新】
3 台湾テレビ番組を活用した

信州の魅力発信事業費

[020201]

情報政策課 H30予算

企画振興部

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

3,697 H29当初 0

50年・100年後も、「信濃の国」を長野県民の心の故郷としていくため、県歌制
定50周年を契機に「信濃の国」を見つめ直し、現在の長野県に投影すること
で、長野県の素晴らしさを再発見し、県民としての誇りを再認識する各種事業
を、県民等との協働により展開します。

　・特設ホームページの開設
　・「わたしの”信濃の国”」写真・動画・エピソードの募集・表彰
　・キック･オフ･セレモニーの開催

*県歌「信濃の国」を歌える人の割合：79.4％(2015年度)→向上(2018年度)

台湾からの本県来訪者を持続的に確保するため、県内CATVと台湾テレビ局
の共同制作番組を通じて、信州と台湾の魅力を相互に発信します。

*台湾からの延宿泊者数：307,580人（2016年）→増加（2018年）

（地方創生推進交付金活用事業）

移住者や二地域居住者を増やし、地域の活力を創出するため、田舎暮らし
「楽園信州」推進協議会加入団体との連携により、大都市圏での魅力発信、県
内の移住者等受入れ体制の充実に向けた取組を実施するとともに、都市農村
交流を促進し、地域の活性化を図ります。

　　　・田舎暮らし「楽園信州」推進協議会と連携した移住セミナー等の開催
　　　・ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援センターとの連携
　　　・産業を支えるＵ・Ｉターン人材を戦略的に確保する相談会等の開催
（拡）・地域の魅力、資源の発掘と体験プログラムの実施

*移住者数：2,084人（2016年度）→2,600人（2018年度）

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

55,697 H29当初 65,786

6,000 H29当初 0

10 (企画振興部-1)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

4 地域活性化推進事業費
[020801]

*中間支援人材育成講座の修了者数：40人(2018年度)

*地域おこし協力隊の定着率：69.2％(2016年度)→75.0％(2018年度)

地域振興課 H30予算

5 県有民営による幹線バス
路線確保対策事業費
[020501]

交通政策課 H30予算

【新】
6

[020501]

交通政策課 H30予算

【新】
7 より身近な地域交通として

“羽ばタク（ＴＡＸｉ）”
プロジェクト事業費
[020501]

　 　6事業者（2018年度) 

交通政策課 H30予算

長野県観光・交通案内
アプリ「信州ナビ」を活用
したバスの“見える化”等
促進事業費

住民が主体となった持続可能な地域づくり活動の拡大・活性化を図るため、住
民の地域づくりに対する意識の向上や主体的な関わりを促す環境整備を行う
とともに、活動の担い手や担い手を支援する人材の育成・確保等に取り組みま
す。

（新）・住民の対話と学びを促し、活動に寄り添う支援人材の育成
　　　・地域おこし協力隊の円滑な受入や活動の支援
（新）・優れた地域づくり活動の顕彰と活動事例の普及

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

9,520 H29当初 4,856

81,900 H29当初 76,000

幹線バス路線の基盤強化を図るため、県がバスを所有し事業者が運行する
「県有民営」の手法により、バス事業者を支援します。

　・購入車両　3台

*低床バス導入率（地域間幹線バス運行事業者）：82.1％(2018年度)

公共交通の利便性向上及び利用者確保に加え、路線バスの運行管理の効率
化や市街地の渋滞対策等を促進するため、路線バスの位置情報を広域的に
提供する機能等を「信州ナビ」へ実装します。

　・導入地域　長野市、松本市
　・事業主体　県、市町村、交通事業者による協議会

*県民一人当たりの公共交通利用回数：49.9回/人（2018年度)  　

（地方創生推進交付金活用事業）

15,972 H29当初 0

タクシーをより身近で使いやすい地域の足とするため、乗降が容易で荷物ス
ペースの広いユニバーサルデザインタクシーを導入して定期券タクシー等の
活性化策を行うタクシー事業者を支援します。

　・補助率　　1/3以内　１台当たり上限60万円
　・補助台数　6台

*ユニバーサルデザインタクシーを活用した活性化策を実施する事業者：

3,600 H29当初 0

11 (企画振興部-2)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

8 利用者にやさしい駅舎の
整備事業補助金
[020502]

交通政策課 H30予算

9 信州まつもと空港利活用・
国際化推進事業費
[020601]

交通政策課
松本空港利活用・国際化推進室 H30予算

10 地域振興局事業費
[020802]

地域振興課 H30予算

11 市町村の広域連携推進
事業費*
[020701]

市町村課 H30予算

視覚障がい者の転落防止のため、鉄道駅のホームに「内方線付き点状ブロッ
ク」を整備し、福祉のまちづくりを前進させます。

　・補助対象　1日当たり乗降客数1万人以上の駅
　・補助率　　1/6以内　1駅当たり上限500万円

*内方線付き点状ブロック設置駅：3駅（2017年度)　→　5駅（2018年度）

6,333 H29当初 20,000

地域の強みや特性を最大限に活かした地域活性化を図るため、地域の多様
な主体による自主的・主体的な取組を支援するとともに、地域振興局長がリー
ダーシップを発揮して、現地機関が一丸となった施策に取り組みます。

　・地域発元気づくり支援金を交付し、地域の元気を生み出す取組を支援
　・地域振興推進費を活用した地域課題の解決のための事業の実施

*支援金を新たに活用した団体数：1,392(2017年度)→増加(2018年度)
*事業評価が「期待どおり」以上となった推進費活用事業の割合：75％(2018年度)

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

信州まつもと空港の発展・国際化を推進するため、施設・設備の機能強化や
広報宣伝活動、旅行商品造成支援等の充実により、国内路線の拡充や国際
チャーター便の就航を促進します。

　・信州まつもと空港利用促進協議会等負担金
　・空港の施設修繕、保守管理

*信州まつもと空港利用者数：124千人（2016年度）→135千人（2018年度）
*国内定期便利用率：64.7％（2016年度）→70.0％（2018年度）
*国際チャーター便就航件数：0便（2016年度）→30便（2018年度）

301,987 H29当初 276,421

広域で連携した地域づくりを促進するため、広域連携に対する国の支援制度
が適用されない地域において、市町村が取り組む連携事業に対して助成しま
す。

　・対象地域　大北地域　５市町村、木曽地域　６町村
　・補助率　　1/2以内

*圏域全体の活性化に取り組む圏域数：8圏域(2016年度)→9圏域(2018年度)

34,020 H29当初 15,000

951,022 H29当初 950,970

12 (企画振興部-3)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

12 スマート県庁構築事業費
[020203]

情報政策課 H30予算 15,663 H29当初 8,141

業務の効率化や県民サービスの向上を図るため、ICTを活用して「しごと改革」
を推進します。

　　　・タブレット型端末、モバイルパソコンの活用
　　　・サテライトオフィス、在宅勤務の実施
　　　・テレビ会議の実施
　　　・ペーパーレス会議の実施
　　　・県庁及び合庁の県民ホール等の無料公衆無線ＬＡＮの運用
（新）・RPA（ロボットによる業務の自動化）やAI（人工知能）を活用可能な業務
        の調査、実証・開発

*ペーパーレス会議実施回数：233回（2016年度）→402回(2018年度)

13 (企画振興部-4)



※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

1 公立大学法人長野県立大学
関連事業費
[031001]

県立大学設立準備課 H30予算
[債務負担行為額]

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

グローバルな視野でビジネスや地域社会にイノベーションを創出し、地域に貢
献するリーダーの育成と、地域課題を解決する研究活動等を支援するため、
平成30年４月に開学する長野県立大学に対して運営費交付金を交付するほ
か、必要な環境整備等を行います。

（新）・公立大学法人長野県立大学運営費交付金
　　　・長野県立大学三輪キャンパス外構工事ほか
　　　・公立大学法人長野県立大学評価委員会の開催

総務部

1,759,732 H29当初 8,102,994
[136,893]

14 (総務部-1)



※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

1 大学進学・修学のための
奨学金給付事業費
[040701]

こども・家庭課 H30予算

2 私立学校振興事業費
[040802]

私学・高等教育課 H30予算

3 信州高等教育支援センター
事業費
[040801]

私学・高等教育課 H30予算

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

県民文化部

（一部　「ルートイングループ・永山勝利」大学修学等支援基金、
          こどもの未来支援基金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

経済的な困難を抱えながら、大学・短大等で学ぶ意欲や能力のある学生の修
学を支援するため、奨学金を給付します。

（拡）１　〔ルートイングループ寄附金等活用〕飛び立て若者！奨学金給付事業
　　　　　児童養護施設入所児童等が大学・短大等に進学する際の入学一時
　　　　　金及び在学中の奨学金を給付

　　　２　県内大学進学・修学奨学金給付事業
        　住民税非課税世帯等の児童に対し、県内大学・短大に進学する際の
        　入学金等一時金及び在学中の奨学金を給付
 

*奨学金給付新規決定者数：40人（2018年度）

34,589 H29当初

*児童養護施設入所児童等の大学等進学率:22.7％（2016年度）→26.7％（2018年度）

30,339

県内高等教育機関の魅力向上と産学官連携による県内への人材定着に取り
組むため、信州高等教育支援センターにより、高等教育振興施策を積極的に
推進します。

　　　・大学生海外インターンシップのマッチング支援や経費への補助
　　　・県内外に県内大学・短期大学等の情報を発信
（新）・清泉女学院大学看護学部設置事業補助金
（新）・長野保健医療大学看護学部設置事業補助金　　等

*県内大学収容力：17.0％(2017年度)→18.0％(2019年度)

*県内大学志願者数：15,592人(2017年度)→15,832人(2019年度)

*県内大学生インターンシップ参加率：22.8％(2016年度)→36.1％(2018年度)

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

745,885 H29当初 21,378

私立学校における教育条件の維持向上や経営健全化を図るため、運営費補
助や保護者負担の軽減などの取組を実施します。

（拡）・私立幼稚園振興費等補助金
（拡）・私立高等学校等奨学のための給付金　　等

*私立幼稚園子育て支援事業実施率：98.0％(2017年4月）→98.0％以上(2019年4月)

*私立高校進路希望達成率：91.1％(2017年4月）→92.4％以上(2019年4月)

9,312,745 H29当初 9,293,739

15 (県民文化部-1)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

4 北京冬季オリンピック・
パラリンピック交流強化
事業費
[040501]

国際課 H30予算

【新】
5 文化芸術施策推進体制

整備事業費
[040101]

文化政策課 H30予算

6 県民文化会館・ウィーン
楽友会館姉妹提携事業費
[040101]

文化政策課 H30予算

7 文化施設大規模改修等
事業費
[040101]

文化政策課 H30予算

H29当初 6,600

優れた文化芸術の鑑賞機会や発表の場を広く県民に提供するため、県立文
化施設の大規模修繕やバリアフリー化等の改修を行い、利用者が安全・快適
に文化芸術に親しむことができる環境を整備します。

　　　・ホクト文化ホールの吊り天井脱落対策、舞台音響設備の更新等の
        大規模修繕及びトイレ洋式化による機能向上
　　　・伊那文化会館のトイレ洋式化、エレベーター新設による機能向上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

2,832,355 H29当初 483,231

北京冬季オリンピック・パラリンピックが開催される中国との友好交流や経済交
流を促進するため、冬季スポーツを中心とした青少年の交流事業を実施しま
す。

　　　・長野県と中国とのジュニア選手の交流事業

4,778 H29当初 0

ホクト文化ホールの開館35周年及びウィーン楽友協会との姉妹提携35周年を
記念した演奏会やセミナーを開催するなど、世界最高レベルのクラシック音楽
に触れる機会を提供し、音楽文化の向上と裾野の拡大を図ります。

(新) ・ウィーン・フィルハーモニー管弦楽団演奏会(姉妹提携35周年記念事業)
　　　・中南信高校選抜オーケストラへの指導と演奏会　等

「長野県文化芸術振興計画」（策定中）を着実に推進するとともに、学校へのア
ウトリーチプログラムづくりや大学等との連携による人材育成、一元的な情報発
信等を担う「長野県版アーツカウンシル」の構築に向けて、専門人材を配置し
ます。

（文化振興基金活用事業）

2,977 H29当初 0

（一部　文化振興基金活用事業）

36,600

16 (県民文化部-2)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

8 信濃美術館整備事業費
[040101]

文化政策課 H30予算

9 消費生活安定向上事業費
[040301]

くらし安全・消費生活課 H30予算

10 女性の活躍推進事業費
[040402]

人権・男女共同参画課 H30予算

11 ながの出会い応援
プロジェクト事業費
[040601]

次世代サポート課 H30予算

未婚者の増加や晩婚化の進行が少子化の主な要因であるとの認識のもと、出
会いの機会を拡大するため、「長野県婚活支援センター」を拠点として、市町
村や企業等と連携して結婚を希望する方を応援します。

　　　・お見合い支援レベルアップ研修
　　　・婚活サポーターの認定・活動支援
（拡）・企業向けセミナー及び企業・異業種間交流の実施
（新）・大学生のライフプラン形成支援

*県と市町村等の結婚支援事業による婚姻件数：233組(2016年度)→272組(2018年度)

18,594 H29当初 24,706

固定的な性別役割分担意識の解消を図り、男女が共に活躍する豊かで活力
ある社会をつくるため、ウィメンズカレッジにおいて子育て中や離職中の女性
等を対象にライフスタイルを考える機会やネットワークづくりの機会等を提供す
るとともに、企業経営者や男性管理職を対象にしたセミナー等を開催します。

　　　・長野県ウィメンズカレッジ
（拡）・女性活躍推進セミナーの開催

*民間企業の課長相当職以上に占める女性の割合：12.2％(2016年度)→14.0％(2018年度)

5,669 H29当初 5,862

長野県版エシカル消費の推進や悪質商法、特殊詐欺等の消費者被害防止の
ため、消費者教育・啓発を推進するとともに、市町村の相談体制の整備を支援
します。

（新）・長野県版エシカル消費の啓発
（新）・消費者大学の開設
　　　・南信消費生活センター空調設備等の改修工事

*エシカル消費認知度：22.6％（2017年度）→100％(2022年度)

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

259,497 H29当初 164,682

*消費者大学・出前講座等の受講者数：2万人以上(2018年度)

2021年度の開館に向けて、「信濃美術館整備基本構想」に基づき、信濃美術
館（本館）の整備を進めるとともに、2019年度のリニューアルオープンに向けた
東山魁夷館の設備改修等を行います。

　　　・信濃美術館本館改築の実施設計、除却工事
　　　・県民参加による美術館づくりのためのフォーラム等の開催
　　　・信濃美術館整備委員会の開催
　　　・東山魁夷館の改修工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

1,459,847 H29当初 239,796

17 (県民文化部-3)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
12 「信州こどもサポート

（仮称）」構築事業費
[040601]

次世代サポート課 H30予算

13 信州やまほいく（信州型
自然保育）普及事業費
[040601]

次世代サポート課 H30予算

14 官民協働の子どもの居場所
「信州こどもカフェ」推進
事業費
[040701]

こども・家庭課 H30予算

【新】
15

[040702]

こども・家庭課 H30予算

学習支援、食事提供、悩み相談等を行う“一場所多役”の子どもの居場所「信
州こどもカフェ」の普及拡大を図るため、その核となる地域プラットフォームの
コーディネーター及びこどもカフェ運営の中心となる人材の発掘・育成を支援
します。

*コーディネーター等人材育成研修会参加者数：延べ500人（2018年度）

4,100 H29当初

幼児期の子どもの自己肯定感、創造力、耐久力、回復力などの「人間力の基
本」となる能力を育むため、信州の豊かな自然環境と多様な地域資源を活用し
た「信州やまほいく（信州型自然保育）」の普及を推進します。

　　　・信州型自然保育認定制度に基づく団体認定及び制度検証
　　　・信州型自然保育認定団体への助成
（新）・自然保育活動フィールド等整備への補助
　　　・自然保育研修交流会の開催
　　　・認定園等での自然保育専門研修の実施
　　　・信州型自然保育の広報
　　　・自然保育ポータルサイト「信州やまほいくの郷」の運営

*信州やまほいく認定園数：152（2017年度）→191（2018年度）

（一部　ふるさと信州寄附金基金、森林づくり県民税基金活用事業）

32,306 H29当初 21,948

5,774

*里親等委託率：13.2％(2016年度)→18.4％(2018年度)

16,992 H29当初 0

社会的養護が必要な新生児等が継続的かつ安定した家庭環境の下で養育さ
れるよう、里親委託を一層推進するとともに、予期せぬ妊娠に悩む妊婦等への
支援を行い、家庭養育の充実・強化を図ります。

　１　乳児院による包括的里親支援事業
      里親の新規開拓から、里親委託後の養育・相談までを一貫して担う里親
　　　支援機関による質の高い里親養育体制を構築

　２　予期せぬ妊娠に悩む妊婦等支援事業
　　　産科医療機関、乳児院等の専門機関が連携し、出産後の養育にリスク
　　　を抱える妊婦等への支援を行う体制を構築

子どもや子育て家庭の様々な課題を早期に把握し、解決・改善につなげるた
め、県・市町村・民間機関が連携して、子どもと子育て家庭を切れ目なく支援
する体制のモデルを構築します。

　・「信州こどもサポート（仮称）」モデル構築に係る検討会の開催

*「信州こどもサポート（仮称）」構築市町村：未構築（2017年度）→ 77（2022年度)

985 H29当初 0

社会的養護が必要な
新生児等家庭養育推進
事業費
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※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

1

[050601]［051101］

健康増進課
薬事管理課 H30予算

信州ACE(エース）
プロジェクト推進事業費
（一部再掲）

健康福祉部

　　　　　県民の健康意識を喚起するとともに、健康づくりの取組とその継続を
　　　　　下支えするため、市町村や保険者等とともに健康ポイント制度を研究
　　　　　 し、モデル事業を試行

（拡）５　健康ボランティア活動強化事業
　　　　　管理栄養士等を目指す県内大学生が地域の食と健康課題等につい
　　　　　て学ぶため、栄養士会、食生活改善推進員と交流する場を創出す
　　　　　るほか、食生活改善推進員の実践活動を強化する研修会等を実施
　

県民の健康課題を「見える化」し、保険者（市町村、協会けんぽ等）や企業経
営者と共有して、保険者の保健事業や企業の健康経営を支援します。
また、県民の生活習慣の改善に向け、運動、健診、食に係る徹底的な情報発
信と健康づくりへの行動変容を促す取組を強化します。

（新）２　働き盛りの健康づくり支援事業
　　　　　協会けんぽ等の保険者と協働し、スマホアプリを活用した働き盛り世
　　　　　代対象の参加型ウォーキング『事業所対抗「学んで」「歩く」90日！』
　　　　　を県内全域で実施、これと連動して当該世代の家族を対象にした、
　　　　　市町村による運動習慣定着の取組を支援

（拡）３　信州ACE(エース）プロジェクト普及・発信事業
　　　　　効果的な健康づくりに取り組んだ企業を「ACEフォーラム」（県民大会）
　　　　　で表彰し、県民に「見える化」して発信するほか、若者や働き盛り世代
　　　　　に向け、具体的な健康づくりの取組手法をＳＮＳを活用して普及、発信

（新）４　ACE（エース）健康ポイント制度研究事業

（拡）６　健康に配慮した食環境整備事業
　　　　　健康に配慮したメニューや弁当を選択できる環境整備の促進、
　　　　　県内大学生等がSNSを活用して健康に配慮した食生活につい
　　　　　て情報発信

（新）７　信州ACE(エース）プロジェクトEat普及啓発キャンペーン
　　　　　生活習慣病予防のための野菜摂取の重要性について集中的な
　　　　　啓発を行うとともに、行動変容につなげるための具体的な取組
　　　　　方法を発信

（新）８　ライフステージ別課題に応じた生活習慣改善実践事業
　　　　　「若者・子育て世代の食生活への意識の低さ」や「65歳以上女性の
　　　　　低栄養傾向」など、ライフステージ別の健康課題を地域ごとに取り
　　　　　上げ、健康に配慮した食生活や適切な栄養摂取の取組を実践

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

　　  ９　患者のための薬局ビジョン推進事業
　　　　　県民の主体的な健康の維持・増進のため、県薬剤師会と連携し、
　　　　　薬局における健康サポート機能を強化

*糖尿病性腎症重症化予防の取組を行う市町村数：50（2016年度)→77（2018年度)
*健康づくりのために運動に関する取組を行っている者の割合：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　67.5%（2016年度)→68.4%(2018年度)

18,828 H29当初 14,397

    *特定健診受診率：52.5%（2014年度)→56.0%（2018年度)
    *健康づくりのために食生活に関する取組を行っている者の割合：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    84.1%（2016年度)→84.5%(2018年度)

（新）１　健康課題まるごと「見える化」「気づき」プロジェクト
　　　　　ＫＤＢ（国保データベース）等の活用により、医療費や健診データ等を
　　　　　市町村別に分析し、地域の健康状態の「見える化」と、県支援チーム
　　　　　が市町村のデータ分析や事業評価の支援をすることで、市町村の
　　　　　保健事業の効果的、効率的な実施を促進

19 (健康福祉部-1)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

2 歯科保健総合推進対策
事業費（一部再掲）
[050701]

保健・疾病対策課 H30予算

【新】
3

［050601］［050701］［050801］

健康増進課
保健･疾病対策課
介護支援課 H30予算

4 自殺対策推進事業費
（一部再掲）

［050704］[051003]

保健・疾病対策課
食品・生活衛生課 H30予算

*健康づくりのために食生活に関する取組を行っている者の割合：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　84.1%（2016年度)→84.5%(2018年度)
*要介護（要支援）認定率の全国順位（低い順）※調整済み認定率：
　　　　　　　　　　　　　　　全国２位 14.6%（2017年３月）→全国上位維持（2019年３月）

1,483 H29当初 0

53,961

信州保健医療総合計画に基づき、8020運動をはじめとする歯及び口腔の健
康づくりに関する取組を総合的に推進します。

(新）・オーラルフレイル対策（口腔の虚弱予防）の推進
(新）・歯科医療従事者認知症対応力向上研修の実施
　　  ・歯科保健推進センターの運営
　　　・歯科保健推進県民会議の開催
　　　・県民よい歯のコンクールの開催
　　　・在宅歯科医療連携室の運営
　　　・フッ化物応用の推進

*80歳で20本以上自分の歯を持つ者の割合：41.3%（2016年度) → 50%（2023年度)

（一部　地域医療介護総合確保基金活用事業）

10,558 H29当初 10,204

59,269 H29当初

フレイル予防総合推進
事業費

フレイル（加齢とともに筋力や認知機能等が低下し、生活機能障害・要介護状
態などの危険性が高くなった状態）について、医療・介護の専門職や関係者
等がフレイル予防の重要性を理解し実践活動に活かすとともに、市町村の取
組を支援することでフレイル予防を推進します。

　　　・「長野県版」人材育成研修プログラムの開発と普及
　　　・オーラルフレイル対策（口腔の虚弱予防）の推進
　　　・介護予防推進モデル事業の実施

*健康づくりのために運動に関する取組を行っている者の割合：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 67.5%（2016年度)→68.4%(2018年度)

誰も自殺に追い込まれることのない信州を実現するため、市町村、関係機関、
民間団体等と連携し、社会的な取組として自殺対策を推進します。

（新）・困難を抱える子どもへの動物介在活動による支援事業の実施
（拡）・弁護士会と連携した「くらしと健康の相談会」の開催
（拡）・地域の自殺対策で重要な役割を果たす人材養成のための研修会の
        開催
　　　・自殺予防週間（9/10～16）及び自殺対策強化月間（3月）を中心とした
        普及啓発の実施
　　　・精神科医と内科医等のかかりつけ医による連携検討会の実施
　　　・自殺対策に取り組む市町村、民間団体等に対する助成
　　　・自殺未遂者支援を行う救急告示医療機関等に対する助成
　　　・「長野県自殺対策推進センター」における支援体制の整備

*自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）：16.5（2016年）→15.5以下（2018年）
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　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

5 地域医療介護総合確保
事業費（一部再掲）
[050301][050302][050304]

[050401］

[050501][050502]

[050701][050702][050704]

[050801]

[051101]

健康福祉政策課
医療推進課
医療推進課医師確保対策室
地域福祉課
保健・疾病対策課
介護支援課
薬事管理課 H30当初

　*在宅での看取り（死亡）の割合：
　　　　　　　　　　　　　　全国5位 22.9%（2016年）→全国トップクラスを維持（2020年）
　*人口10万人当たり医療施設従事医師数：226人（2016年）→250人以上（2022年）
　*介護職員数：3.4万人（2014年度）→3.6万人（2018年度）

地域において効率的かつ質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステム
を構築するため、必要な施設・設備の整備や人材の確保・養成を図ります。

　１　病床機能分化・連携推進事業
　　　・医療情報連携のための地域医療ネットワーク構築の経費を助成
　　　・回復期病床への転換や医療提供体制が脆弱な分野を強化する医療
　　　　機関の施設整備等を支援

　２　在宅医療推進事業
（拡）・在宅医療や看取りを実施・支援している医療機関及び当番制による
　　　　在宅看取り体制を構築・運営する郡市医師会に対する支援
      ・人生の最終段階における患者の意思を尊重した在宅医療を推進する
        ためのコーディネーターの配置経費を助成
　　　・看護師の資質向上研修や相談等の支援窓口の設置

　３　介護施設等整備事業
　　　・地域密着型施設の整備費を助成
　　　・特別養護老人ホーム等の円滑な開設に必要な経費を助成

　４　医療従事者確保事業
（新）・医師確保の取組の総合的な実施により、地域の拠点病院への医師の
　　　　集約に努め、拠点病院が医師不足病院を支援するネットワークを構築
　　　・医学生修学資金貸与者等のキャリア形成や産科医等に支給する手当
　　　　に対し支援
（新）・訪問看護師が医師の判断を待たずに行える特定行為の研修受講に係
　　　　る経費に対し支援
（新）・定年退職者など豊富な経験を有する看護職員（プラチナナース）の再就
　　　　業に向けた研修やマッチングを実施
　　　・勤務環境マネジメントシステムを導入する医療機関を支援

　５　介護従事者確保・養成事業
　　　・求職者のマッチングと資格取得費用の助成
　　　・認証評価制度による事業者に関する情報提供の充実
　　　・24時間在宅ケアの仕組みづくりのためのモデル事業を実施
　　　・福祉・介護職員への生涯研修
（新）・介護ロボットの導入支援
　　　・施設内保育所への運営費助成

（地域医療介護総合確保基金活用事業）

2,171,009 H29当初 3,348,599
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　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

6 小児・周産期医療体制整備
事業費
［050701］

保健・疾病対策課 H30予算

7 国民健康保険運営安定化等
事業費（一般会計）
[050201]

健康福祉政策課
国民健康保険室 H30予算

8 福祉医療費給付事業費
[050102]

健康福祉政策課 H30予算

2018年８月から中学校卒業までの子どもの医療費について現物給付方式を導
入し、医療費の窓口負担を軽減します。

　　　１　福祉医療費給付事業補助金
　　　　　・市町村が行う乳幼児等、障がい者、ひとり親家庭等の医療費自己
　　　　　  負担分の給付に要する費用に対して補助金を交付（補助率１/２）

（新）２　国民健康保険特別会計繰出金
　　　　　・中学校卒業までの子どもの医療費の現物給付化により生じる国民
　　　　　  健康保険国庫負担金等の減額調整額相当額を繰出

4,389,740 H29当初 4,365,195

2018年度から、新たに県が市町村とともに国民健康保険の運営を担うため、国
民健康保険特別会計を設置するとともに、一般会計からも所要の経費を繰り出
し、安定的な財政運営や効率的な事業の確保を図ります。

　　　１　保険基盤安定負担金
　　　　　・低所得者等の保険料（税）軽減措置に対する費用負担
　
（新）２　国民健康保険特別会計繰出金
　　　　　・高額な医療費による財政リスク軽減に要する費用の繰出
　　　　　・県及び市町村の財政の安定化に要する費用の繰出
　　　　　・特定健康診査、特定保健指導の実施に要する費用の繰出
　　　　　・国民健康保険の保険者として県が実施する事業に要する費用の
　　　　　  繰出

（注）Ｈ29当初の金額には、2018年度に特別会計に移行する財政安定化基金事業費
　　　(3,113,419千円）を含んでいます。

　

18,035,258 H29当初(注) 20,290,579

地域における小児・周産期医療を確保するため、医療機関の連携を図り、患
者の症状に応じた対応が可能な医療提供体制を整備します。

　　　・小児救急電話相談事業（＃8000）の実施
　　　・小児初期救急医療センターへの運営費の補助
　　　・小児救命救急センターへの運営費の補助
　　　・小児の在宅医療連携事業を実施する医療機関への補助
　　　・周産期医療連絡協議会の開催
　　　・周産期母子医療センターへの運営費の補助

*小児救急電話相談（＃8000）に納得した割合：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　96.4％(2016年度)→90％以上(2018年度)

320,671

 (一部　地域医療介護総合確保基金活用事業）

321,693 H29当初
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　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

9 医師確保等総合対策事業費

[050401]

医療推進課
医師確保対策室 H30予算

10 看護職員確保対策事業費
[050304]

医療推進課 H30予算
[債務負担行為額]

11 がん対策総合推進事業費
[050702]

保健・疾病対策課 H30予算
[債務負担行為額]

516,757

*人口10万人あたり就業看護師数：1329.6人（2015年)→1389.7人（2018年)
*病院に勤務する常勤の看護職員の離職率：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9.1％（2015年度）→8.8％以下（2018年度）
*県内看護師等学校養成所新卒者の県内就業率（進学者を除く）：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  81.9％（2016年度）→82.1％（2018年度）

　（一部　地域医療介護総合確保基金活用事業）

952,915 H29当初 946,696
[4,149]

H29当初

看護職員を確保するため、看護職員の新規養成及び県内就業の定着・促進
を支援します。

（新）・訪問看護師が医師の判断を待たずに行える特定行為の研修受講に
　　　　係る経費を支援
（新）・定年退職者など豊富な経験を有する看護職員（プラチナナース）の
　　　　再就業に向けた研修やマッチングを実施
　　　・民間等の看護師等学校養成所（11校）に対して運営費を助成
　　　・看護師等学校養成所の学生を対象に修学資金を貸与
　　　・病院内保育所の運営費に対して支援

　（一部　地域医療介護総合確保基金活用事業）

527,682

[1,398]

がん対策を推進するため、がんの予防、早期発見から医療、緩和ケア、就労
支援まで広範にわたる対策を総合的に実施します。

　　　・がん患者の実態把握、予防、医療の向上を目的としたがん登録の実施
　　　・がん診療連携拠点病院等への機能強化を目的とした補助
　　　・緩和ケア研修会の実施
　　　・社会保険労務士による就労相談
　　　・がん予防や検診に関する普及啓発の実施

*がん検診受診率（５大がんの単純平均）：47.7％（2016年度)→50％（2023年度)

156,360 H29当初 173,645

医師の確保・定着と偏在解消を図るため、信州医師確保総合支援センターを
中心とした研修医・医学生等へのキャリア形成支援や産科医を増やす取組等
を行います。

　　　１　信州医師確保総合支援センター事業
　　　　　即戦力医師の確保、医学生修学資金貸与者のキャリア形成の支援等

　　　２　医学生修学資金等貸与事業
　　　　　将来、県内の医療機関に勤務しようとする医学生等を対象に修学
　　　　　資金等を貸与

（新）３　地域医療人材ネットワーク構築支援事業
　　　　　医師確保の取組の総合的な実施により、地域の拠点病院への医師の
　　　　　集約に努め、拠点病院が医師不足病院を支援するネットワークを構築

　　　４　産科医等確保事業
　　　　　産科医、産科医療機関等を確保するため、産科医等に支給する手当
　　　　　への支援や県外医師への情報発信を実施

*人口10万人あたり医師数：226人（2016年)→250人以上（2022年)

23 (健康福祉部-5)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

12

[051101]

薬事管理課 H30予算

13

[050801]

介護支援課 H30予算

14 認知症施策総合推進事業費
［050704］

（拡）・認知症疾患医療センターの整備
　　　・認知症施策推進協議会の開催
　　　・医療従事者向け認知症対応力向上研修の実施
　　　・若年性認知症コーディネーターの配置
　　　・認知症予防県民運動の推進

保健・疾病対策課 H30予算

医薬品適正使用・環境整備
事業費

地域包括ケア構築推進
事業費*

（一部　地域医療介護総合確保基金）

14,179 H29当初 34,068

7,1328,164

安全な医薬品の流通確保及び適正使用を図るため、医薬品の使用状況等の
調査・研究、品質検査を実施するとともに、薬局の地域包括ケア等への貢献や
健康サポート機能の充実に向け、かかりつけ機能の強化を目指します。

　　　１　ジェネリック医薬品使用促進事業
　　　２　患者のための薬局ビジョン推進事業
　　　３　医薬品有効性確保・副作用対策事業

高齢者が住み慣れた自宅や地域で安心して暮らせる「地域包括ケア体制」の
確立を目指します。

（新）・市町村の在宅医療・介護連携推進事業を支援
　　　・中山間地域への介護サービス提供のためのモデル事業を実施
　　　・24時間在宅ケアの仕組みづくりのためのモデル事業を実施
　　  ・地域ケア会議の機能強化を支援

認知症の人ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療・介護・
福祉の充実と連携による総合的な支援を行います。

*認知症疾患医療センター設置数：３カ所(2017年度)→５カ所(2018年度)

（一部　地域医療介護総合確保基金活用事業）

22,822 H29当初 18,373

*要介護（要支援）認定者のうち自宅または地域で暮らしながら介護サービスを
　受けている者の割合：82.3%（2017年２月）→82.7%（2019年２月）

H29当初

24 (健康福祉部-6)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

15 福祉人材確保対策事業費
[050502]

地域福祉課 H30予算

16 信州あいサポート運動推進
事業費
[050903]

障がい者支援課 H30予算

17 障がい者スポーツ振興
事業費
[050902]

障がい者支援課 H30予算

*あいサポーター数（単年）：10,635人(2016年度)→12,000人(2018年度)

　１　信州あいサポート運動の推進
　　　・あいサポート推進員の設置
　　　・あいサポーターの募集及び研修
　　　・あいサポートメッセンジャーの養成・派遣
　　　・あいサポート企業・団体の認定
　２　ヘルプマークの導入促進
（新）・ヘルプマークの作成、配布
（新）・公共交通機関等と連携したヘルプマークの広報

障がい者が日常的にスポーツに親しむことができる環境を整備するため、各種
大会の開催、競技スポーツの普及、一般スポーツ関係団体等との連携強化に
より、障がい者スポーツの振興を図ります。

　１　障がい者スポーツ振興事業
（新）・障がい者スポーツ体験イベントの開催、障がい者スポーツ環境づくり
　　　　事業の実施
　　　・障がい者スポーツ指導員養成研修事業の実施
　　　・長野車いすマラソン大会、障がい者スポーツ大会（地区大会及び
　　　　県大会）、県障がい者スキー大会等の開催
　２　長野県障がい者スポーツ協会業務支援事業
　　  ・障がい者スポーツ振興活動に対する助成

*障がい者の主なスポーツ大会、イベント、教室等の参加者数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,933人(2016年度)→18,200人(2018年度)

(一部　福祉基金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

64,223

6,064 H29当初 3,827

H29当初 61,449

324,314

福祉・介護人材の確保・定着に向けて、次の事業を長野県福祉人材センター
等において実施します｡

　１　入職の促進
　　 ・求職者のマッチングと資格取得費用の助成
  　 ・就職説明会の開催
　　 ・福祉職場のＰＲ（訪問講座、パンフレット作成等）
　 　・福祉の職場体験
　　 ・認証評価制度による事業者に関する情報提供の充実
　２　資質の向上
　　 ・福祉・介護職員への生涯研修
　　 ・介護事業所に対する訪問研修
　　 ・外国人介護福祉士候補者受入施設の研修実施等支援
　３　労働環境・処遇の改善
(新)・介護ロボットの導入支援
　　 ・施設内保育所への運営費助成

誰もが暮らしやすい共生社会実現のため、障がい特性や必要な配慮等を理解
し、手助けを実践する「信州あいサポート運動」を推進し、援助や配慮が必要
な方が周囲に知らせることができる「ヘルプマーク」を新たに導入します。

*県内介護福祉士登録者数：1,700人（2018年度）

（一部　地域医療介護総合確保基金活用事業）

314,602 H29当初

25 (健康福祉部-7)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

18 手話言語条例関連事業費
[050903]

障がい者支援課 H30予算

【新】
19 医療的ケア児支援体制

構築事業費
[050901]

障がい者支援課 H30予算

20 発達障がい者支援事業費
[050704]

保健・疾病対策課 H30予算

H29当初 75,651

93,686 H29当初 75,128

手話言語条例に基づき、手話やろう者に対する県民の理解を促進し、手話の
普及等のための各種事業を実施します。

　１　手話に対する理解促進事業
　　　ろう者との交流イベント
　２　手話の普及事業
（拡）県民向け手話講座
　３　手話を使いやすい環境の整備事業
　　　盲ろう者支援事業
　４　手話や文字による情報提供事業
　　　手話定期便
　５　相談体制の整備・生活支援事業
　　　ろうあ者相談員・手話通訳者の設置

*県民向け手話講座参加者数：508人(2016年度)→800人(2018年度)

(一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

地域で生活する医療的ケア児を支援するため、スーパーバイザーの設置や
コーディネーター等の養成など、関係機関の連携体制を構築します。

　１　連携体制の構築
　　　県及び圏域での福祉・医療等関係分野が連携・調整する「連携推進会
　　　議」の設置
　２　支援体制の整備
　　　スーパーバイザーの設置
　３　支援人材の育成
　　　コーディネーター、支援者の養成

発達障がい者がライフステージを通じて切れ目のない一貫した支援を受けるこ
とができるよう、支援体制の整備を行います。

（新）・発達障がい診療人材育成事業
（拡）・発達障がい診療地域ネットワーク整備事業
　　　・発達障がいサポート・マネージャーの配置事業
　　　・市町村発達障がい者支援体制強化事業
　　　・発達障がい者支援センター事業
　　　・発達障がい者支援体制整備事業

*発達障がい者サポーター養成人数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　10,000人（2017年度末見込）→12,000人（2018年度末）

74,210

1,263 H29当初 0

26 (健康福祉部-8)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

21 長野県社会福祉協議会
活動支援事業費

[050501]

地域福祉課 H30予算

22 信州パーソナル・サポート
事業費
[050503]

地域福祉課 H30予算

【新】
23 地域共生社会推進事業費

[050501]

地域福祉課 H30予算

様々な要因により生活に困窮している方の自立を促進するため、生活困窮者
自立支援法に基づく各種事業等により、一人ひとりに適した包括的、継続的な
支援を行います。

　　　１　自立相談支援事業
　　　　　生活困窮者の相談にワンストップ型で対応し、生活や就労を支援
　　　２　住居確保給付金事業
　　　　　離職者等の住居喪失者に家賃費用を有期で支給
　　　３　就労準備支援事業
　　　　　生活習慣の形成や社会的自立のための訓練等を実施
　　　４　一時生活支援事業
　　　　　住居喪失者へ緊急一時的に食事や宿泊場所を提供
　　　５　家計相談支援事業
　　　　　家計相談を通じて相談者の家計再生を支援
　　　６　支援人材等育成研修事業
　　　　　支援員等を対象に研修を実施
（拡）７　子どもの学習支援事業
  　　　  生活困窮家庭の子どもに対して訪問による学習支援を実施

H29当初

*県生活就労支援センター支援による就労・増収者数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　139人（2017年度見込）→139人（2018年度）

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

153,337 H29当初 150,476

0

高齢、障がい等制度ごとの体制では、対応が困難な複合化、複雑化した課題
に対し、世帯単位で包括的に受け止めることのできる支援体制の整備をモデ
ル圏域で行います。

　多機関の協働による包括的支援体制構築事業
　　・相談支援包括化推進員の配置
　　・市町村におけるモデル的包括的支援の実施
　　・包括的支援体制研修の実施

8,750

社会福祉活動を振興するとともに、県民の福祉の向上を図るため、長野県社
会福祉協議会が実施する次の事業に対し助成します。

　１　日常生活自立支援事業
　２　福祉サービスに関する苦情解決事業
　３　生活福祉資金貸付事業
　４　ボランティア活動支援事業
　５　住民支え合い活動支援事業
　６　県社協活動基盤支援事業

*ボランティア活動者数：278,812人（2016年度）→280,000人（2018年度）

201,960 H29当初 193,941

27 (健康福祉部-9)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

24 再犯防止推進事業
[050501]

地域福祉課 H30予算

25 母子保健推進事業費
［050701］

保健・疾病対策課 H30予算

26 人生二毛作社会推進事業費
［050602］

健康増進課 H30予算

【新】
27 困難を抱える子どもへの動物

介在活動による支援事業費
[051003]

食品・生活衛生課 H30予算

シニア世代の社会活動や就業を進めるため、シニア活動推進コーディネー
ターによる関係機関の連携・機能強化や、就業などの分野における効果的、
効率的なマッチングの実施等により、人生二毛作社会づくりを推進します。

（拡）・シニア活動推進コーディネーターの配置　6人→11人

動物とのふれあいや世話体験等を通じて、不登校など困難を抱える子どもを
支援する事業を動物愛護センターから地域へ展開します。

      ・動物愛護センターと市町村、支援団体等との共催の動物介在活動を
　　　  県内各地で実施
    　・地域での取組の基礎づくり、人材育成
   　 ・支援団体を核とした地域での動物介在活動の実施

*参加した児童生徒の延べ人数：159人(2016年度）→前年を上回る(2018年度)

8,581 H29当初 0

66,479 H29当初 71,499

24,750 H29当初 17,750

妊娠から子育てまでの一貫した支援を進めるため、乳幼児の成長・発達支援、
若者への妊娠・出産に関する正しい知識の普及、不妊に関する相談などを行
います。
　
　　　１　信州母子保健推進センター事業
　　　　　・市町村への技術支援等の実施
　　　２　妊娠・出産相談支援事業
　　　　　・妊娠・出産・育児に関する電話相談
　　　　　・高校生等若者への妊娠・出産に関するセミナーの実施
（拡）３　女性の健康ライフ支援事業
　　　　　・女性特有の心身の悩みに関する相談
　　　　　・不妊専門相談の実施
　　　４　思春期保健事業
　　　　　・思春期特有の悩みに関する相談
　　　　　・思春期ピアカウンセラーの育成

*産後うつスクリーニング実施市町村数：69市町村(2016年度)→75市町村(2018年度)

*シニア大学卒業後のボランティア活動・市民活動実施（予定）率：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38%（2016年度)→42%（2018年度)

48,197 H29当初 26,416

社会的孤立に陥っている犯罪や非行をした者等を対象に再犯防止につなが
る支援を地域で行います。

　  　１　地域生活定着促進事業
　　　　　福祉的支援を必要とする矯正施設退所者等の社会復帰を支援
（新）２　再犯防止推進ネットワーク構築事業
　　　　　福祉・司法関係者等の支援者間のネットワークづくりを推進
（新）３　生活相談窓口開設事業
　　　　　犯罪・非行に係る相談支援窓口を開設

28 (健康福祉部-10)



※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

【新】
1 信州環境カレッジ事業費

[060101]

環境政策課 H30予算

2 県有施設省エネ化推進
事業費
[060201]

環境エネルギー課 H30予算
[債務負担行為額]

【新】
3 建築物の省エネ改修

サポート制度運営事業費
[060201]

環境エネルギー課 H30予算

4 信州エネルギーマネジメント
支援事業費
[060201]

環境エネルギー課 H30予算

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

*信州環境カレッジ受講者数：3,300人(2018年度)

（環境自然保護基金活用事業）

既存建築物の省エネ改修の検討を促すため、既存建築物の断熱性やエネル
ギー消費量等の省エネ性能に関する簡易診断を行います。

　　　・建築物の省エネ性能の簡易診断ツールの作成
　　　・住宅等の状況調査を行う事業者と連携した省エネ性能簡易診断の実施

10,00916,159 H29当初

26,552

*簡易診断実施件数：100件（2018年度）

（環境自然保護基金活用事業）

CO2の削減余地が見込まれる中小規模事業所の省エネ対策を支援するととも
に、大規模事業所の省エネ対策を引き続き促進します。

（新）・専門家による中小規模事業所を対象とした省エネ診断
（新）・事業者の省エネ状況を比較できる指標（ベンチマーク）の作成
　　　・事業活動温暖化対策計画書制度による大規模事業者の省エネ促進

*省エネ診断受診事業者数：40事業者（2018年度）

H29当初 26,958

8,277 H29当初 0

環境部

[375,300]

13,267 H29当初 0

県有施設の省エネルギー化に率先して取り組み省エネルギー効果を発信す
ることにより、県内の温室効果ガスの排出削減を促進します。

（新）・障がい者福祉センターＥＳＣＯ事業
　　　・照明ＬＥＤ化推進事業（長野中央警察署　ほか警察関係117施設）
（新）・照明ＬＥＤ化推進事業（消防学校　ほか54施設）

*県有施設の温室効果ガス削減目標：68,102ｔ-CO2（2018年度）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

県民の環境保全に関する意識の向上を図るため、県内の環境に関する講座
情報を一元化して発信し県民が受講しやすい環境を整備するとともに、環境
教育の機会を提供する団体の活動等を支援します。

　　　・講座情報を発信する専用ウェブサイトの新設
　　　・講座提供者に対する経費支援
　　　・講座受講者に対する単位付与

29 (環境部-1)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
5 信州の屋根ソーラー普及

事業費
[060202]

環境エネルギー課 H30予算
[債務負担行為額]

【新】
6

[060401]

生活排水課 H30予算

【新】
7

[060502]

自然保護課 H30予算

8

[060502]

自然保護課 H30予算

流域下水道下水熱
概略ポテンシャルマップ
作成事業費

29,928 H29当初 0
[22,816]

魅力ある自然公園づくり
事業費

信州ネイチャーセンター
構築事業費

太陽光発電や太陽熱利用の一層の普及拡大を図るため、建築物の屋根への
設備設置を促進する新たな仕組みを構築します。

　　　・太陽光発電や太陽熱利用のポテンシャルを「見える化」する
　　　　ソーラーマッピングの構築
　　　・県有施設の屋根貸しによる太陽光発電の取組拡大

*住宅用太陽光発電の設置件数：69,353件（2016年度）→158,550件(2022年度)

*自然公園利用者数：3,607万人(2016年度)→3,665万人(2018年度)

*自然保護センター利用者数：6.7万人(2016年度)→7.4万人(2018年度)

7,126 H29当初 0

県内の美しい自然環境の保全と利用を図るため、自然公園等の地域指定促
進策を検討するとともに、地域の意向を反映した公園管理体制の構築を進め
ます。

（新）・県立自然公園等活用検討のための基本コンセプト及び実現手法の
　　　  調査、検討
　　　・県立自然公園に係る「協働型管理運営体制」を構築するための
　　　  地域会議の設置、運営

11,458 H29当初 17,798

豊かな自然とふれあう機会を増やすため、「ネイチャーセンター基本方針」を策
定し、自然保護センターの機能強化を行います。

　　　・県内自然体験施設の目指すべき姿や施設間の連携などを定める
　　　  基本方針の策定
　　　・自然保護センターごとの検討会により利用者目線の具体的活用策
　　　  を決定

未利用エネルギーである下水熱の普及拡大を図るため、流域下水道管路の
下水熱潜在量などを示したマップを作成します。

　　　・下水熱潜在量の調査
　　　・賦存熱量を色分けし存在位置を示したマップの作成

22,300 H29当初 0

30 (環境部-2)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

9 諏訪湖環境改善事業費*

[060301]

水大気環境課 H30予算

10

[060601]

資源循環推進課 H30予算

資源循環システム構築
事業費

「泳ぎたくなる諏訪湖」、「シジミが採れる諏訪湖」に向けた環境改善を推進し、
人と生き物が共存し、誰もが訪れたくなる諏訪湖づくりを目指します。

（新）・諏訪湖の底層溶存酸素量の水域類型指定のための調査
（新）・「諏訪湖環境研究センター」（仮称）の設置検討
　　　・湖内の溶存酸素濃度の測定、湖底の底質性状に関する研究等
　　　・放流したシジミや湖畔に生息する動植物のモニタリング調査
　　　・官民協働の諏訪湖環境改善行動会議による湖内のヒシの除去

6,794 H29当初 4,185
（一部　環境自然保護基金活用事業）

*諏訪湖の底層溶存酸素量の水域類型指定(2019年度)

17,688 H29当初 25,358

「ごみ減量日本一」継続のため、県民や市町村等と協働し、食品ロス削減等に
よる廃棄物の３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の取組を推進します。

（新）・地域循環圏の形成に向けた研修会等の開催
　　　・テレビCMや新聞広告など、様々な媒体を活用した啓発

*1人1日当たり一般廃棄物排出量：836ｇ(2015年度)→795ｇ（2020年度）

*産業廃棄物総排出量：4,529千t（2015年度） → 4,358千t（2020年度）

31 (環境部-3)



※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

【新】
1 世界市場展開のための研

究開発支援事業費
[070501]

ものづくり振興課 H30予算

【新】
2 「食」と「健康」ラボ機能形成

事業費
[070502]

ものづくり振興課 H30予算

【新】
3 「発酵・長寿」ブランド形成

事業費
[070502]

ものづくり振興課 H30予算

【新】
4 産業イノベーション創出

推進事業費
[070101]

産業政策課 H30予算

産業労働部

機能性の科学的根拠を活用した本県加工食品の国内外への発信により、「発
酵・長寿」ブランドを形成します。

　 ・機能性表示や各種認証の取得支援
　 ・全国発酵食品サミットの開催等による「発酵・長寿」ブランドの発信

*「発酵・長寿」県NAGANO 推進運動賛同者：延べ2,000名（2018年度）

（地方創生推進交付金活用事業）

9,243 H29当初 0

しあわせ信州食品開発センターに「食」と「健康」ラボ機能を形成し、機能性食
品など「からだに優しい食品」づくりを支援します。

　 ・コーディネータの配置による機能性食品開発の支援
　 ・研究会による新商品の研究開発プロジェクトの支援

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に生産性向上支援事業として、
　 369,586千円を計上しています。

*新食品商品化件数：20件（2018年度）

（地方創生推進交付金活用事業）

16,868 H29当初 0

*グローバル市場参入のための研究開発プロジェクト支援数：10件(2018年度)

030,040

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

8,375 H29当初 0

地域の企業や大学等が核となり、互いの技や知といった強みを融合することに
より、クラスター形成を推進し、次々とイノベーションを創出する仕組みづくりを
構築します。

県内企業、大学等の強みを最大限に活かすため、技術の競争優位性を見極
め、企業等が行う事業化を見据えた研究開発を支援するとともに、研究開発成
果の世界市場展開を促進します。

　１　専門調査機関と連携し、事業化の可能性のある有望技術を探索
　２　事業化を見据えた研究開発の支援
　　  ・事業主体　県内企業、大学等
　　  ・補助率　　 1/2以内
 

H29当初

32 (産業労働部-1)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

5 航空機システム拠点形成
推進事業費
[070501]

ものづくり振興課 H30予算

6 産業集積促進事業費
[070303]

産業立地・経営支援課 H30予算
[債務負担行為額]

7 中小企業融資制度資金
[070304]

産業立地・経営支援課 H30予算

8 信州地酒振興事業費*
[070601]

H30予算

47,685,913 H29当初 56,870,827

*全国新酒鑑評会金賞受賞数：13蔵（2018年度）

金融機関、長野県信用保証協会等と協調し、中小企業者に低利な資金をあっ
せんするとともに、信用保証料の一部を補助することにより、中小企業者の事
業活動に必要な資金を円滑に供給します。

(新)・信州創生推進資金（小規模企業向け）の新設
(拡)・信州創生推進資金における対象者の拡大、貸付金利の引下げ

*融資可能額：800億円(2017年度)→700億円(2018年度)

県内企業の航空機産業への参入を促進するため、地域・企業・県内大学等と
連携し、国内唯一の環境試験機の導入や人材育成、研究開発支援等を推進
します。

　   ・事業主体　長野県、公益財団法人長野県テクノ財団
　　 　　　　　 　　 公益財団法人南信州・飯田産業センター　ほか
　   ・補助率　    1/2～10/10（補助金）

*航空機産業に取り組む企業数：57社（2017年度）→60社（2018年度）

　（一部　地方創生推進交付金活用事業）

225,385 H29当初 265,775

県内における雇用確保及び地域経済の活性化を図るため、首都圏でのフォー
ラム開催による情報発信や各種助成制度などにより、県内への企業立地を促
進します。

(新)・「信州ビジネスフォーラムin東京（仮称）」の開催
　　 ・新規立地企業の設備投資等に対する助成
     ・本社等の移転に対する助成

*企業誘致件数：35件(2016年)→40件(2018年)

1,474,943 H29当初
[964,600]

1,577,568
[791,010]

県産日本酒・ワイン・シードル等の信州地酒の知名度アップと消費拡大につな
げるため、醸造技術の向上と発信力の強化を支援します。

　　 ・信州日本酒の醸造技術の指導体制強化
　 　・国際ワインコンクールへの出品支援
(新)・日本酒及びシードルのブックレット作成

*国際ワインコンクール入賞数：3件（2018年度）

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業、地方創生推進交付金活用事業）

49,856 H29当初 53,985
ものづくり振興課
日本酒・ワイン振興室

33 (産業労働部-2)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
9 ＩｏＴデバイス事業化促進

事業費
[070501]

ものづくり振興課 H30予算

【新】
10 起業・スタートアップ支援

事業費
[070402]

産業立地・経営支援課
創業・サービス産業振興室

H30予算

11 しあわせバイ信州運動推進
事業費
[070203]

H30予算

13,074 H29当初 0

20,195 H29当初

県内企業の優れたセンサ技術を高度化し、IoT（様々なモノがインターネットへ
接続され、情報交換することでデータ化や自動化等を行なう仕組み）分野への
展開を加速します。

　・IoTの専門人材を招へいし、県内企業によるIoT機器の研究開発・事業化
　　を促進
　・IoT化による生産性向上事例を普及し、生産現場のIoT化を促進

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に生産性向上支援事業として、
　 381,065千円を計上しています。

*IoTデバイス研究開発支援件数:10件（2018年度）
*生産現場IoT化支援件数:３件（2018年度）

次世代産業を創出するため、全県的な機運の醸成や創業を支える環境を整
備し、日本一創業しやすい県づくりを推進します。

　・スタートアップ期事業者の経営課題を解決するため、県立大学の知見を
　 活用した伴走型の支援を試行的に実施
　・地域課題を解決するビジネスの創業資金調達を支援

*雇用保険適用事業所開業率　3.6%（2016年度）→4.8%（2018年度）

県内の経済循環を高める取組として、県民が県産品を積極的に消費する機運
を醸成させる「しあわせバイ信州運動」が県内に広がるよう、県民や県内事業
者へ普及を図ります。

*商品購入の際、県産を意識する県民の割合：79.3%（2017年度）→80%（2018年度）

0

1,500 H29当初 6,955
産業政策課
産業戦略室
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　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

12 国内外販路開拓推進
事業費
[070301]

産業立地・経営支援課 H30予算

13 小規模事業・中小企業
連携組織支援事業費
[070102]

産業政策課 H30予算

【新】
14 産業人材育成推進事業費

[070701]

人材育成課 H30予算

15 工科短期大学校・技術
専門校職業訓練事業費
[070702]

人材育成課 H30予算

県内中小企業のマーケティング力の強化を図るため、市場ニーズの調査・分
析を実施するとともに、販路開拓や受発注取引の拡大に向けた取組を推進し
ます。

（新）・食品関連産業経営力アップ推進事業（経営力アップセミナー、ブラッ
        シュアップ商談会、展示会出展など一貫してサポート）
（新）・海外市場開拓に向けた調査・分析

*国内販路開拓商談件数：4,425件（2016年度）→4,900件(2018年度)
*海外販路開拓商談件数：481件（2016年度）→490件(2018年度)
*受発注取引斡旋紹介件数：1,295件（2016年度）→1,300件(2018年度)

133,260 H29当初 146,862

2,501,304 H29当初 2,501,610

小規模事業者の経営の改善発達を支援するとともに、中小企業者の事業活動
の共同化や経営基盤の強化を図ります。

　・事業主体　　商工会、商工会議所及び各連合会
                     長野県中小企業団体中央会
　・補助率　　　 10/10以内

*巡回・窓口相談回数：148,000回（2018年度）
*講習会等による指導回数：2,250回（2018年度）
*講習会等参加者数：36,000人（2018年度）

地域での就職を促進するため、就職に必要な技能・知識等を習得するための
職業訓練を実施します。

　・新規学卒者・離転職者等を対象にした技術専門学校・工科短期大学校
　　での職業訓練
　・離転職者・障がい者対象の職業訓練を民間教育訓練機関に委託

*工科短期大学校就職率：100％(2018年度)
*技術専門校就職率：92.2％(2018年度)
*民間活用委託訓練就職率：76％(2018年度)
*障がい者民間活用委託訓練就職率：60％(2018年度)

産業人材を育成・確保していく上で直面している様々な課題に対応するため、
産学官の連携による協働体制を構築し、県民のライフステージに応じたキャリ
ア教育を行うとともに、県内産業界に必要な人材の育成・確保を図ります。
　
  ・産学官が連携し、人材育成施策について企画検討
　・ものづくり産業を担う人材の育成・確保のための講座等の開催

*信州ものづくり未来塾受講者数：1,620人（90講座）(2018年度)

13,421 H29当初 0

942,578 H29当初 964,712
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　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

16 多様な働き方普及促進
事業費
[070801]

労働雇用課 H30予算

【新】
17 外国人の就業促進事業費

[070802]

労働雇用課 H30予算

18 シューカツＮＡＧＡＮＯ
学生・企業応援プロジェクト
事業費
[070802]

労働雇用課 H30予算

19 ジョブカフェ信州運営事業費
[070802]

労働雇用課 H30予算

35,775 H29当初 40,532

新規学卒者の県内就職を促進するため、インターンシップマッチングフェアや
インターンシップ受入れに向けた企業向けセミナーを開催するとともに、就活
支援ポータルサイトの機能を強化し、学生と県内企業のマッチングを図ります。

（新）・インターンシップマッチングフェアの開催

*参加学生のうち県内企業へ就職した割合：60.4％(2016年度)→63.0％(2018年度)

*留学生促進プログラムにおける留学生の国内就職者数：80名(2018年度)

留学生等の県内就業を促進するため、グローバルキャリアフェアの開催や就
職にともなう在留資格変更手続きに関する事務指導を行うとともに、「『かがや
き・つなぐ』北陸・信州留学生就職促進プログラム」を信州大学・金沢大学と協
同で実施し、外国人高度人材の確保を図ります。

1,234 H29当初 0

県内産業や地域社会を担う人材の確保・定着を図るため、多様で柔軟な働き
方が選択できる環境づくりを促進します。

(新)・就業促進・働き方改革戦略会議（仮称）を設置
(拡)・企業に対して短時間正社員制度など多様な勤務制度の導入や従業員の
　　   処遇改善を働きかけるとともに、経営者自らが参加する先進企業の訪問・
　　　 事例研究会を実施
(新)・中小企業の長時間労働是正に向けたモデル企業への支援や働き方
       改革推進のための普及啓発
(拡)・「一人多役」型のライフスタイルをテーマとした合同企業説明会の開催等
       「一人多役」型の働き方・暮らし方の情報を発信

*職場いきいきアドバンスカンパニー認証企業数：53社(2016年度)→120社(2018年度)

（地方創生推進交付金活用事業）

若年未就業者の就職や非正規就労者の正社員としての就職に向け、ジョブカ
フェ信州において若者の能力や適性等に応じた個別相談やセミナーを開催
するとともに、職場実習等の研修プログラムを提供し、若者の雇用の安定と企
業の人材確保を支援します。

*ジョブカフェ信州利用者の就職率：69.0％（2016年度）→69.0％(2018年度)

23,412 H29当初 25,375

82,318 H29当初 72,004

36 (産業労働部-5)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

20 はたらく女性応援
プロジェクト事業費
[070802]

労働雇用課 H30予算

21 障がい者と企業の
出会いの場創出事業費
[070802]

労働雇用課 H30予算 3,433 H29当初 3,495

35,889 H29当初 49,042

障がい者の就労を促進するため、事業所を対象とした障がい者雇用普及啓発
セミナーや、求職者と企業の出会いの場となる合同企業説明会を開催し、企
業による障がい者雇用を支援します。

*事業参加企業における新規雇用障がい者数：15人（2016年度）→30人(2018年度)

女性の労働参加を促進するため、女性従業員を対象としたスキルアップセミ
ナーや正規雇用でのマッチング等を実施し、女性の就業継続や再就職を支
援します。

*子育て期女性の累計就職者数：933人（2016年度）→1,533人(2018年度)

37 (産業労働部-6)



※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

1 ＤＭＯ構築事業費
[080101]

山岳高原観光課 H30予算

2 安全登山普及推進事業費
[080102]

山岳高原観光課 H30予算

3 山岳遭難防止対策事業費
[080102]

山岳高原観光課 H30予算

【新】
4 「信州の食」ブランド

価値向上事業費
[080201]

H30予算

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

広域的な観光地域づくりの推進体制を構築するため、「ＤＭＯ形成支援セン
ター」を設置し、広域型ＤＭＯの形成、観光拠点のまちづくりやビジネスの創出
などを支援します。

（新）・専門人材を活用した「ＤＭＯ形成支援センター」の設置
（新）・広域的な観光地域づくりを推進するためのシンポジウム等の開催
　　　・マーケティング調査の実施

*観光消費額：7,396億円（2018年）
*延べ宿泊者数：2,015万人（2018年）

（地方創生推進交付金活用事業）

観光部

54,670 H29当初 51,279

山岳遭難を未然に防止するため、登山者への指導や啓発活動を行うとともに、
登山者が自ら学んで安全登山につながる取組を展開します。

（新）・山小屋や山岳の現場を安全な登山の学びの場とする「信州山岳
　　　　アカデミー」の開設
　　　・夏山常駐・秋山特別パトロール隊の設置
　　　・涸沢山岳総合相談所の運営
　

*山岳遭難による死傷者数：211人（2017年）→202人（2018年）

（一部　ふるさと信州寄付金基金活用事業）

登山安全条例に基づき、登山計画書届出の周知を図るとともに、安全に登山
を楽しむための情報発信を行います。

（新）・ウェブ上で安全登山に関する学びの情報を発信
（新）・首都圏の山岳関係者を対象とした安全登山セミナーの開催
　　　・登山計画書の届出、回収環境の整備

*山岳遭難による死傷者数：211人（2017年）→202人（2018年）

5,894 H29当初 8,586

3,070 H29当初 0

39,426 H29当初 66,531

長野県の食を目的に訪れる観光客の増加を図るため、県内料理人を対象に
健康長寿につながり、観光ニーズに対応した新たな料理を開発するとともに、
効果的な提供方法等を学びます。

 　   ・「信州感動健康料理アカデミー」の開講

*食を目的とした宿泊旅行：30.5％（2016年度）→36.5％（2020年度）

山岳高原観光課
信州ブランド推進室

38 (観光部-1)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

5 「信州産」マーケティング
事業費
[080201]

H30予算

【新】
6 「温泉地　Re・デザイン」

事業費
[080201]

H30予算

【新】
7 デジタルを中心とした誘客

促進プログラム事業費
[080302]

観光誘客課 H30予算

【新】
8 信州観光ブランド戦略的

発信・販売促進事業費
[080302]

観光誘客課 H30予算

「温泉地」への誘客促進及び地域活性化を図るため、国内外の先進地に学
び、信州の新たな温泉地のあり方、過ごし方の具体策を検討します。

　 ・国内外先進地の事例研究
　 ・県内観光事業者、首都圏在住者等によるワークショップの開催
　

*「温泉地 Ｒｅ・デザイン研究会」の設置：４地域（2019年度）

963 H29当初 0

県産品の販路開拓・拡大を図るため、信州マーケティング戦略担当参与を中
心に、複数部局の県関係者が一体となり、実効性のあるマーケティング活動を
展開します。

   ・マーケティング活動の部局横断的な推進体制の強化
　 ・銀座ＮＡＧＡＮＯを活用した県産品商談会の開催
　

*マーケティング活動による成約金額：600,000千円（2018年度）

15,996 H29当初 5,301

インパクトのある動画による情報発信を行うため、ドローンを活用したデジタル
動画を製作し、予約サイト等での発信及びデジタルプロモーションへの活用を
一体的に実施します。
　
　 ・アウトドア・自然等をテーマにした動画製作
　 ・誘客動画の拡散

信州の魅力的な観光ブランド（アウトドア、学びなど）の商品開発やウェブを活
用した情報発信を促進するため、観光事業者のスキルアップを図る研修会・商
品発表会等を実施します。

　 ・商品開発研修会・ワークショップ開催
　 ・造成商品発表会および商談会、旅行商品造成支援

*旅行商品開発本数：300本（2018年度）

*信州を素材にした映像によるＰＶ：100万再生（製作作動画、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　一般ユーザーによる拡散動画）（2018年度）

（地方創生推進交付金活用事業）

8,465 H29当初 0

（地方創生推進交付金活用事業）

11,809 H29当初 0

山岳高原観光課
信州ブランド推進室

山岳高原観光課
信州ブランド推進室

39 (観光部-2)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
9 ユニバーサルツーリズム推進

事業費
[080301]

観光誘客課 H30予算

【新】
10 戦略的バス活用促進事業費

[080302]

観光誘客課 H30予算

【新】
11 観光人材育成強化事業費

[080301]

観光誘客課 H30予算

12 信州デスティネーション
キャンぺーン事業費
[080302]

観光誘客課 H30予算

広域的な魅力をつなぎ、「稼ぐ」観光地域づくりの基盤をなす“新たな旅”を創
造する着地型周遊バスツアー等の試行を支援します。

　 ・県内主要駅を出発地として観光資源を結ぶ着地型周遊バスツアー
　 ・宿泊施設を起点とした観光地周遊と宿泊セットのバスツアー

*バス・タクシー支援台数：163台（2018年度）
*支援バス利用者数：3,315人（2018年度）

長野県の強みを活かせる山岳高原観光地において、誰もが安心して楽しめる
旅行を提供するため、ユニバーサルな観光地域づくりを進めます。

　１　ユニバーサルツーリズム推進会議の開催
　２　モデルコースの設定
　３　デュアルスキー、アウトドア用車いすの導入支援
　　　・事業主体　市町村、事業者等
　　　・補助率　    1/2

*モデルコース造成：４コース（2018年度）

4,545 H29当初 0

県内観光関連産業への就業を促進するとともに、観光人材の育成を図ります。

　 ・観光インターンシップ協議会、観光インターンシップ推進員の設置
　 ・観光地域づくり寄附講座の開設
　 ・観光マネジメント人材養成講座の開設
　 ・観光人材バンクの設置運営

*インターンシップ推進員によるマッチング人数：50名（2018年度）
*観光地域づくり寄附講座受講者数：300名（2018年度）
*観光マネジメント人材養成塾受講者数：40名（2018年度）

5,549 H29当初 0

9,500 H29当初 0

50,000 H29当初 110,000

「滞在・周遊型」観光の推進を図るため、「信州アフターＤＣ」を中心に全県的
な観光誘客キャンペーンを実施します。

   ・天候に左右されない体験メニューの開発や、食を目的とした信州の旅の
　　創出
　 ・ウェブサイト、ＳＮＳ等を活用したデジタルプロモーション
　 ・ＪＲ主要駅等でのビジュアル展開及び、テレビ・ラジオ等でのメディア広報
　 ・おもてなしイベント、「手を振ろう！運動」等の受入体制整備

*観光消費額：7,396億円（2018年）
*延べ宿泊者数：2,015万人（2018年）

40 (観光部-3)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

13 スポーツコミッション運営
事業費
[080302]

観光誘客課 H30予算

14 信州フィルムコミッション
ネットワーク推進事業費

[080302]

観光誘客課 H30予算

【新】
15 インバウンド戦略推進事業費

[080401]

H30予算

専門家を配置し、映画等のロケ誘致を推進するとともにロケ地聖地巡礼化を推
進します。

(新) ・制作会社等へのロケ誘致営業の実施
(新) ・県内ロケ作品のロケ地聖地巡礼化の促進
　　　・信州フィルムコミッションネットワーク連絡会議の開催
　　　・ロケ受入窓口業務、現地ロケ支援、ＨＰ等による情報発信

*ロケ照会・誘致・支援数：1,500件（2018年度）

2020年東京オリンピック・パラリンピック等の事前合宿等の誘致に向け、市町村
等と連携した誘致活動を強化し、地域経済の活性化を図ります。

(新) ・合宿誘致アドバイザーの設置
 　   ・スポーツコミッションの運営

*ヨーロッパの競技団体と市町村のマッチング:５件（2018年度）

7,393 H29当初 6,677

観光誘客課
国際観光推進室

民間主導型のインバウンド誘致を推進するため、マーケティングを踏まえた国
別戦略に基づくプロモーション活動の強化や、県内観光事業者の外国人旅行
者受入環境整備を促進します。

　　　・東アジア・東南アジア市場に加え、欧米市場向けプロモーションを強化
　　　・「インバウンド支援センター」の設置
　　　・「インバウンド推進協議会（仮称）」の設置

*外国人延べ宿泊者数:113.5万人(2016年)→173.2万人(2018年)

（一部　地方創生推進交付金活用事業）

112,736 H29当初 0

6,281 H29当初 3,042

41 (観光部-4)



※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

1 次代の農業を支える担い手
支援事業費*
[090601]

※この他、平成29年度2月補正予算案（国補正対応分）に経営体育成支援事業として、

　 212,868千円を計上しています。

*中核的経営体数：8,998経営体（2016年度）→9,200経営体（2018年度）

農村振興課 H30予算

2 信州農業を革新する技術
開発・実用化推進事業費
[090301][090306]

農業技術課 H30予算 50,045 H29当初 65,710

*革新的な農業技術・機械の開発数：2022年度までに8件

生産現場の「省力化」、「低コスト化」、「高品質化」を図るため、ドローンやAI等
を活用した革新的農業技術・機械の開発と実用化を推進します。

(新) ・ドローンの活用による病害虫防除作業の省力化等を実証
　　　・民間企業、大学との連携によるレタス収穫機等の開発、実用化を推進

農政部

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

*新規就農者数（45歳未満）：224人(2016年度)→250人(2018年度)

本県農業の持続的な発展を図るため、農家子弟の経営継承や県内外からの
新規参入者の誘致促進に取り組むとともに、就農後の定着、経営安定・発展
に向けた支援を体系的に実施します。

　　　１　農業の魅力や就農情報の発信、相談活動による新たな担い手の確保
　　　   　（新）・中高生への動画等を活用した農業の魅力発信、高校生等を
                   対象とした説明会等の実施により、若者の将来の就農を支援

　　　２　熟練農業者を「里親」とした新規就農希望者へのより実践的な研修
          や、農業大学校研修部において、意欲ある多様な担い手への農業
          研修を実施

　　　３　青年農業者、女性農業者及び中核的経営体等のスキルアップのため
        　の研修や活動を支援
　　　     （新）・若い女性農業者を対象としたスキルアップセミナー開催や支援
                   事業等により、将来の農業経営に必要な経営能力向上を支援
　　　　　　　　 ・農村女性プランの推進に向けた研修等の実施
　　　     （新）・農業トップランナー等の魅力発信や雇用経営に向けた人材
                   育成等を支援

（一部　ふるさと農村活性化基金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

187,420 H29当初 234,117

42 (農政部-1)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

3 水田農業競争力向上推進
事業費
[090301]

　 　　　　 1,998ha（2016年度）→2,445ha（2018年度）

　615経営体（2016年度）→683経営体（2018年度）

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

農業技術課 H30予算

4 産地パワーアップ事業
補助金
[090301]

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に、191,658千円を計上しています。

農業技術課 H30予算

本県水田農業の体質を強化するため、園芸品目等の導入による経営の複合
化や県産米の高品質化、オリジナル品種の生産拡大、徹底したコスト削減を
推進し、競争力・ブランド力・収益力の向上を図ります。

　　１　水田経営の複合化の推進【競争力ＵＰ】
　　    水田農家への最適な複合作物の導入提案や地域に適した作物の実証
        展示ほの設置、複合作物の作付に必要な農業機械等の導入支援

　　２　県産米の品質向上・オリジナル品種のブランド化【ブランド力ＵＰ】
　   　 １等米比率の高位安定に向けたプロジェクトチームの設置と課題解決
　　　　に向けた技術指導の展開、オリジナル米「風さやか」の作付拡大や認
        知度向上のためのＰＲ活動

　　３　徹底したコスト削減【収益力ＵＰ】
　　　  効率的な生産体系に向けた経営改善指導の実施や省力化技術の
　　　　導入に向けた現地検討会の開催と普及推進

*実需者ニーズの高い県オリジナル品種の作付面積：

273,013 H29当初 278,938

*米の１等米比率の全国順位：2位（2016年度）→1位（2018年度）

*5ha以上の効率的な水田農業経営体数：

攻めの農業の展開に向けて経営体質や生産体制を強化するため、国の事業
を活用し、次世代を担う農業者等が実施する施設整備や高収益作物・栽培体
系への転換を図る取組を総合的に支援します。

　　１　高性能な農業機械等の導入
　　２　集出荷施設・乾燥調製施設等の整備

　　　　・事業主体　農業者、農業生産法人、市町村、ＪＡ等
　　　　・補助率　　 1/2以内

*農産物産出額（穀類・果樹・野菜・花き・農産加工）：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,112億円（2016年度）→2,174億円（2018年度）

420,000 H29当初 800,000

43 (農政部-2)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
5 園芸県長野戦略品目拡大

推進事業費
[090401]

園芸畜産課 H30予算

6 信州農業生産力強化対策
事業補助金
[090401]

園芸畜産課 H30予算

7 園芸産地強化対策整備
事業補助金
[090401]

園芸畜産課 H30予算

*生産量(レタス)：205,800t(2016年度)→192,230t(2018年度)

1,198,000 H29当初 256,207

生産・流通コストの低減や高品質で付加価値の高い園芸産物の生産・供給体
制の確立を図るとともに契約取引を推進するため、集出荷貯蔵施設等の産地
基幹施設の整備を支援します。

　　　１　集出荷貯蔵施設の整備
　　　２　処理加工施設の整備
　　　３　生産技術高度化施設の整備

　　　　　・事業主体　農業協同組合、農業法人等
　　　　　・補助率　　 1/2以内

*生産量(トマト)：20,300t（2016年度)→ 24,053t(2018年度)

*生産量(りんご):142,100t(2016年度)→155,805t（2018年度)

長野県農業の生産力強化を図るため、生産者団体等での革新的新技術の普
及やマーケットニーズに対応した産地の育成等を支援します。

（新）１　県試験場等で開発した技術の導入
　　　２　生産施設・機械等の導入

　　　　　・事業主体　市町村、農業者団体等
　　　　　・補助率　　 1/2以内

*果樹戦略品種等の栽培面積：1,884ha（2016年度）→2,042ha（2018年度）

50,000 H29当初 43,500

7,159 H29当初 0

*りんごの高密植・新わい化の栽培面積：257ha（2016年度）→382ha（2018年度）

*夏秋期のレタス、はくさい、キャベツの全指定産地出荷量に占める契約取引割合：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 36.1％（2016年度）→37.0％（2018年度）

*果樹戦略品種等の栽培面積：1,884ha（2016年度）→2,042ha（2018年度）

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

長野県農業の基幹である園芸品目の強みを伸ばし、稼ぐ力の一層の強化を
図るため、戦略的なプロモーションによるブランド力の向上や果樹の機能性表
示による新たな消費拡大に向けた取組等を推進します。

　　　・果樹オリジナル新品種の市場デビューイベント、求評会の開催
　　　・アウトソーシングによる野菜の新たな生産・管理モデルの構築
　　　・農産物（ナガノパープル）の機能性成分の分析等

*農産物の機能性を発信する産地数：0産地（2016年度）→3産地（2018年度）

44 (農政部-3)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

8 信州ワインバレー産地育成
事業費
[090402][090306]

園芸畜産課
農業技術課 H30予算

9 畜産振興事業費
[090406]

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

園芸畜産課 H30予算

10 国際水準ＧＡＰ推進事業費
[090302][090305]

農業技術課 H30予算 41,464 H29当初 4,517

*国際水準ＧＡＰ認証取得件数：14件（2016年度）→26件（2018年度）

国際的な基準に基づく取引の拡大等に対応できる農業経営体の育成を図る
ため、食品安全・環境保全・労働安全・人権保護・農場経営管理等の取組によ
る農業生産工程管理（国際水準ＧＡＰ）の実践とＧＡＰ認証の取得を推進しま
す。

　　　・ＧＡＰの基礎を学ぶ研修会の開催や長野県ＧＡＰの実践支援
（新）・指導者の育成による国際水準ＧＡＰの現地導入・実践支援
　　　・国際的取引拡大への対応を目指す経営体による国際水準ＧＡＰ認証
　　　　取得を支援
（新）・農業大学校におけるＧＡＰに関する講義の実施と認証の取得

畜産の収益力の強化や高品質な県産畜産物の供給拡大を図るため、ICT等
を活用した家畜の飼養管理モデルの導入や生産基盤の強化などの取組を推
進します。

　　　・中核的な畜産経営体の畜舎や省力化機械等の施設整備への支援
(新) ・優良遺伝資源を活用した体外受精卵の生産・供給と、繁殖障害牛等
　　　　の受胎率向上を支援
(新) ・母豚の繁殖性向上や子豚の事故率低減と、多産系種豚及び飼育管
　　　　理システムの導入を推進
　　　・ICT機器を活用した分娩間隔の管理等による家畜生産の効率化を推進

*信州プレミアム牛肉の認定頭数：3,477頭（2016年度）→3,600頭（2018年度）

401,634 H29当初 182,224

*豚の県内出荷頭数：107,394頭（2016年度）→2020年度までにプラス10,000頭

*体外受精卵移植技術（IVF）卵の生産・供給：0個（2016年度）→50個（2018年度）

10,189 H29当初 13,938

*ワイン醸造用品種の栽培面積：207ha（2016年度）→226ha（2018年度）

（一部　地方創生推進交付金活用事業）

「信州ワインバレー構想」を推進するため、ワイン産地の形成に向けた人材育
成やワイン用ぶどうの安定生産に係る取組を支援します。

　　　・ワイン用ぶどう生産やワイナリーの起業を目指す担い手を育成
　　　・健全なワイン用ぶどう苗木の生産拡大を支援
　　　・県内のワイン用ぶどう栽培関係者のプラットフォームを運営し、気象
　　　　データの収集や双方向ネットワークを活用した研究を推進

45 (農政部-4)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

11 農業農村整備補助公共 補助公共事業費
事業費*
[090503][090504]

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に、3,032,775千円を計上しています。

農地整備課 H30予算
[債務負担行為額]

12 農業農村整備県単独公共 県単独公共事業費
事業費
[090503][090504]

農地整備課 H30予算

13 直轄事業負担金 直轄事業負担金

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に、15,720千円を計上しています。

農地整備課 H30予算

14 「長寿世界一ＮＡＧＡＮＯの
食」輸出拡大事業費
[090201]

農業政策課
農産物マーケティング室 H30予算

農地防災 2,951,387千円
農村整備 2,202,365千円

計 11,081,621千円

計 305,645千円
234,168千円
71,477千円

予　　算　　額

[5,078,000]

区　　分
生産基盤
農地防災

11,081,621 H29当初 10,985,293

8,764 H29当初 7,320

442,322 H29当初 255,525

県産農産物等の商業ベースの輸出を拡大するため、長野県農産物等輸出事
業者協議会の海外展開を支援するとともに、海外の消費者に向けて県産農産
物の魅力を発信します。

　　　・輸出支援員（香港2名、シンガポール1名）による輸出拡大
　　　・有望バイヤーとの商談による販路拡大（香港、台湾、シンガポール等）
（新）・輸出向け長期出荷体系の確立に向けた鮮度保持技術の導入試験
（新）・県産農産物を活用した海外での料理講習等によるＰＲの実施

*農産物の輸出額：5億6千万円（2016年度）→10億（2018年度）

区　　分 予　　算　　額
生産基盤 442,322千円

305,645 H29当初 305,645

区　　分 予　　算　　額
生産基盤 5,927,869千円

46 (農政部-5)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

15 信州花き新需要創出
事業費
[090403]

園芸畜産課 H30予算

16 「おいしい信州ふーど」の
魅力発信事業費
[090201]

農業政策課
農産物マーケティング室 H30予算

17 信州・食の“地消地産”推進
事業費
[090202]

*県産食材提供施設数：0施設（2016年度）→100施設（2018年度）

農業政策課
農産物マーケティング室 H30予算 1,000 H29当初 7,240

県内で消費されている食品を県外産から県内産へ置き換える「食の“地消地
産”」の取組を促進するため、宿泊・飲食施設、学校給食等における信州産食
材の活用促進を図ります。

　　　・ホテル・旅館等での信州産食材活用促進
　　　・学校給食等での信州産食材利用拡大の検討・アプローチ

「おいしい信州ふーど」の認知度向上や県産農産物のさらなる消費拡大を図る
ため、県内の農業者や観光等他産業の事業者と連携し、信州の食の魅力を県
内外へ発信します。

　　　・大使・公使による「おいしい信州ふーど」の発信
　　　・「おいしい信州ふーど」提供宣言店の登録と情報発信
　　　・地産外消の推進による販路開拓支援

*県産食材提供施設数：0施設（2016年度）→100施設（2018年度）

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

20,387 H29当初 10,406

4,652 H29当初 2,926

県産花きの輸出拡大や日常生活における新たな需要の創出を推進するととも
に、県産花きの魅力等について国内外へ発信する「国際フラワーフォーラム
2019（仮称）」の開催準備に着手します。

　　　・花き輸出促進セミナーの開催と花き輸出展示会への出展
　　　・「信州“花活”プロジェクト」の実施と県内ホテル・旅館における県産
　　　　花きの活用促進
(新) ・国際フラワーフォーラム2019実行委員会（仮称）の設置等

*花き輸出額：4,022万円（2016年）→6,000万円（2018年）

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

47 (農政部-6)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

18 多面的機能支払事業費
[090502]

農地整備課 H30予算

19 中山間地域農業直接支払
事業費
[090603]

 *協定面積：9,420ha（2018年度）

農村振興課 H30予算

20 農業資産等観光活用推進
事業費
[090408][090503]

農地整備課
園芸畜産課 H30予算

*多面的機能支払保全活動取組面積：40,459ha(2018年度)

1,980,000 H29当初 1,912,000

農業・農村の有する多面的機能（国土保全、水源かん養、景観形成等）の維
持・発揮を図るため、農地、水路、農道等の地域資源を適切に保全管理する
ための共同活動などを支援します。

　　　１　畦畔の草刈り、水路の泥上げ、農道の砂利補充などの地域資源の
　　　　　基礎的保全活動を支援
　　　２　水路、農道、ため池等の軽微な補修や、農村環境保全のための活動
　　　　　を支援
　　　３　老朽化が進む農業用施設の長寿命化のための活動を支援
　　　４　市町村が行う活動組織に対する確認事務等の支援
　
　　　　 　・事業主体　　活動組織、市町村等
　　　　 　・交付率　　　 定額

信州の疏水・ため池などの「農業資産」や「釣り」の魅力を観光資源として活用
し、地域振興を図ります。

（新）・ＰＲ冊子を編集し「農業資産」の魅力を県内外に発信
　　　・棚田の持続的な管理・運営体制の構築
（新）・全国棚田サミットの開催支援
　　　・釣りを核とした地域振興の企画立案の助言・指導

*新たに観光資源として環境整備された疏水等の箇所数：5カ所（2018年度）

（一部　ふるさと農村活性化基金活用事業）

*釣りによる地域振興を図る取組への指導箇所数：1カ所（2018年度）

6,174 H29当初 4,159

中山間地域において、農業生産活動を維持していくため、集落内での話し合
いに基づく自律的かつ継続的な耕作や農道等の維持・管理等の取組を支援
します。

　　　１　耕作放棄の発生防止活動や水路・農道等の泥上げ、草刈り等の農業
　　　　  生産活動等を支援
　　　２　農業生産性の向上や女性・若者等の参画を得た取組等、体制整備の
　　　　  ための前向きな活動を支援

　　　　　・事業主体　　協定締結集落、市町村等
　　　　　・交付率　　　 定額

1,202,806 H29当初 1,191,833

48 (農政部-7)



※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

1

[100101][100404]

森林政策課
森林づくり推進課 H30予算

【新】
2

[100101][100203][100404]

森林政策課
信州の木活用課
森林づくり推進課 H30予算

3

[100204]

信州の木活用課 H30予算

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

「防災・減災」の観点から危険性の高い里山の整備を推進するため、未整備の
里山について、科学的知見等を活用して絞り込んだ優先整備が必要な箇所の
間伐等を推進します。

（新）１　航空レーザ測量の成果等を活用した、優先整備を行う箇所の特定、
　　　　  図面化の支援
　　　２　「防災・減災」の観点から、優先的に行う間伐等に対する支援

　　　　　・事業主体　　市町村、森林組合、NPO法人、森林所有者の団体等
　　　　　・補助率　　 　10/10、9/10

*間伐実施面積：1,290ha(2018年度)

（森林づくり県民税基金活用事業）

414,597 H29当初 667,920

林務部

自立的・持続的な森林管理の構築を図るため、長野県ふるさとの森林づくり条
例に基づく「里山整備利用地域」において、地域住民等の主体的な参画によ
り、薪利用や森林を活用した教育活動など、里山の整備や利活用を推進しま
す。

　　　１　地域住民による里山整備利用推進協議会の立ち上げ及び里山
　　　　　整備利用地域活動計画の作成等の支援
　　　２　自立的・持続的な森林管理に必要な資機材の購入支援
　　　３　多様な森林整備の実施に対する支援

　　　　　・事業主体　　里山整備利用推進協議会、市町村、森林組合、
　　　　　　　　　　　　　　NPO法人、森林所有者の団体　等
　　　　　・補助率　　 　10/10、3/4、9/10

*里山整備利用地域の認定数：150地域(2022年度)

（森林づくり県民税基金活用事業）

96,907 H29当初 0

小規模な個人が所有する森林や不在村者が所有する森林等の整備を推進す
るため、間伐事業実施地の森林所有者の合意形成や、所有者の境界を明確
化する取組を支援します。

　　　１　集落周辺の里山の森林所有者から施業同意を得る取組の支援
（新）２　所有者の境界を明確化する取組への支援

　　　　　・事業主体　　自治会組織、林業事業体等
　　　　　・補助率　　 　定額

*集約化面積：4,330ha(2022年度)

（森林づくり県民税基金活用事業）

14,400 H29当初 7,200

防災・減災のための里山の
整備事業補助金*

県民協働による里山の
整備・利用事業補助金*

地域で進める里山集約化
事業補助金

49 (林務部-1)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
4

[100301]

信州の木活用課
県産材利用推進室 H30予算

【新】
5

[100301]

信州の木活用課
県産材利用推進室 H30予算

【新】
6

[100403]

森林づくり推進課 H30予算

【新】
7

[100202]

信州の木活用課 H30予算 2,751 H29当初 0

持続的に地域の森林を適正に管理していく体制を構築するため、里山を管
理・利用する地域活動のコーディネートや技術指導等を行うリーダー、地域の
里山を維持管理する人材を育成します。

*育成する地域リーダーの延べ人数：150人(2022年度)

（森林づくり県民税基金活用事業）

*育成する里山維持管理人材の延べ人数：4,500人(2022年度)

*取組を行う市町村数：松くい虫被害が確認されている全51市町村(2022年度)

（森林づくり県民税基金活用事業）

*県産材の製材品出荷量：113千㎥(2016年度)→128千㎥(2018年度)

（森林づくり県民税基金活用事業）

41,340 H29当初 0

18,000 H29当初 0

里山の自立的・持続的な維持管理を図るため、身近な里山資源である「薪」を
継続的に利用する仕組みづくりを支援します。

　・事業主体　　市町村、公共的団体等
　・補助率　　 　3/4

*木質バイオマス生産量：56千㎥(2016年度)→57千㎥(2018年度)

（森林づくり県民税基金活用事業）

山林に放置され、利用されていない松くい虫被害木を伐倒し、有効活用する
ため、地域が主体となり、松くい虫被害木を木質バイオマス発電の燃料（チッ
プ）に資源化して利活用する取組を支援します。

　・事業主体　　市町村
　・補助率　　 　9/10

3,750 H29当初 0

県産材に囲まれた地域づくり及び幼少期等に木と触れ合う機会づくりを推進
するため、観光地における県産材公共サインの作成や、児童センター等の「子
どもの居場所」の木造・木質化など、本県独自の県産材利用の取組を実施しま
す。

　・事業主体　　県、市町村、公共的団体等
　・補助率　　 　1/2、3/4

里山整備利用地域リーダー
育成事業費

松くい虫被害木利活用事業
補助金*

地消地産による木の香る
暮らしづくり事業費

薪によるエネルギーの地消
地産推進事業補助金

50 (林務部-2)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
8

[100101]

森林政策課 H30予算

【新】
9

[100203]

信州の木活用課 H30予算

【新】
10

[100203]

信州の木活用課 H30予算

11

[100201]

信州の木活用課 H30予算

【新】
12

[100202]

信州の木活用課 H30予算

豊かな森林資源を活かした観光地の魅力向上を図るため、地域の景観に合
致した森林整備等を推進します。

　・事業主体　　市町村
　・補助率　　 　9/10

*地域の景観に合致した間伐等実施箇所数：50カ所(2022年度)

（森林づくり県民税基金活用事業）

本県の森林セラピーの利用を促進し、地域資源として積極的に活用していくた
め、セラピー基地等の魅力向上への取組を推進します。

　　　１　セラピー基地の施設改修の支援
　　　２　セラピーガイドの資質向上研修の実施

　　　　　・事業主体　　市町村、県
　　　　　・補助率　　 　9/10、1/2

*県内の森林セラピーガイド利用者数：6,084人(2016年度)→10,000人(2022年度)

長野県林業大学校の魅力を向上し、全国から優秀な人材を集めるため、今後
の林業大学校における教育の方向性を検討し、全体計画の策定を行います。

7,605 H29当初 0

森林施業の効率化・省力化や需要に応じた木材生産等を可能にする「スマー
ト林業」を実現するため、ＩＣＴの導入・活用による先進的な取組を推進します。

*林業の労働生産性：3.7㎥/人日(2015年度)→6.8㎥/人日(2022年度)

周囲を森林に囲まれた長野県で学ぶ児童・生徒が森林・林業に親しみを感
じ、次世代の森林づくりへの理解をより深められるようにするため、手入れが放
置され利用困難になっている学校林について、集中的に整備します。

*学校林の活用率：52％(2016年度)→100％(2022年度)

*林業大学校卒業生の林業・木材産業関係分野への就業率：80％(2018年度)

1,028 H29当初 0

（森林づくり県民税基金活用事業）

17,521 H29当初 0

15,830 H29当初 0

12,550 H29当初 0
（森林づくり県民税基金活用事業）

観光地等魅力向上森林
景観整備事業補助金*

長野県林業大学校グレード
アップ推進事業費

スマート林業構築普及
事業費

森林セラピー推進支援
事業費

学校林等利活用促進
事業費

51 (林務部-3)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
13

[100301]

信州の木活用課
県産材利用推進室 H30予算

【新】
14

[100301]

信州の木活用課
県産材利用推進室 H30予算

【新】
15

[100301]

信州の木活用課
県産材利用推進室 H30予算

【新】
16

[100403]

森林づくり推進課 H30予算

4,526 H29当初 0

地域の特徴を活かした木材資源の循環利用の仕組みを構築するため、県産
材活用の加速化を図る緊急度の高い取組を行います。

　１　信州プレミアムカラマツの販売戦略の構築
　２　オリンピック・パラリンピック選手村ビレッジプラザへの森林認証材提供等
　　　への支援

　　　・事業主体　県、市町村
　　　・補助率　　 1/2

*県産材の製材品出荷量：113千㎥(2016年度)→128千㎥(2018年度)

（ふるさと信州寄附金基金活用事業）

林業の再生や持続可能な資源循環型社会の構築を進めるため、林業技術の
習得、事業者等と連携した木製品の海外展開及び人材育成等の分野におい
て、林業先進国オーストリアとのさらなる連携強化を図ります。

*素材（木材）生産量：498千㎥(2016年度)→552千㎥(2018年度)

7,500 H29当初 0

県内の未利用材の有効活用とエネルギーの地消地産を推進するため、個人
向けペレットストーブの設置支援を通じて県内産ペレットの消費拡大を促進し
ます。

　・事業主体　　市町村
　・補助率　　 　3/4

2,893 H29当初 0

*木質バイオマス生産量：56千㎥(2016年度)→57千㎥(2018年度)

松くい虫被害の効果的な予防・駆除事業を実施するため、人工衛星の情報を
活用し、松くい虫被害拡大経過の把握や今後の拡大ルートの予測等の対策を
推進します。

*対策対象松林の被害発生面積：2013年度被害面積の70％以下(2018年度)

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

2,965 H29当初 0

県産材活用加速化推進
事業費

信州産ペレット消費拡大
事業補助金

国際林業技術交流ネクスト
ステージプロジェクト事業費

松くい虫対策の見える化・
管理事業費

52 (林務部-4)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
17

[100401]

森林づくり推進課 H30予算

18

[100404]

森林づくり推進課 H30予算

19

[100502]

森林づくり推進課
鳥獣対策・ジビエ振興室 H30予算

20

[100204][100401][100404]

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に、2,216,198千円を計上しています。

信州の木活用課
森林づくり推進課 H30予算

伐採から植栽までを一貫して行うことで造林経費の低コスト化を図る取組（一貫
作業システム）を推進するため、採種園の新規造成・整備・更新により低コスト
苗木を安定供給するとともに、一貫作業システムの普及に必要なデータの収
集を進めます。

　　　１　林業種苗法に基づき指定された優良な母樹からの種子採取
（新）２　スギミニチュア採種園造成
　　　３　林業用苗木の生産基盤整備の支援
　　　４　一貫作業システムの普及に必要なデータの収集

　　　　　・事業主体　　県、長野県山林種苗協同組合
　　　　　・補助率　　 　1/2

*林業用苗木供給量：69万本(2016年度)→100万本(2018年度)

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

山地災害による被害を防止・軽減するため、人工衛星の情報を活用して県内
山間地の地盤変動を定期的かつ広域的に監視し、大規模山腹崩壊や地すべ
りの早期把握につなげます。

*治山事業により保全される集落数：47集落(2018年度)

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

20,700 H29当初 0

19,324 H29当初 18,926

7,888,808 H29当初 8,399,749

14,188 H29当初 12,733

野生鳥獣対策の一環として、捕獲した個体等を地域の有用な資源として活用
するため、民間との協働により信州ジビエのブランド力強化を目指して総合的
なジビエ振興を図ります。

　　　・サプライチェーン体制の構築
　　　・ＰＲ活動の実施や飲食店と処理施設のマッチングによる供給モデル
　　　　の構築

*県内の鹿肉生産・出荷量：26トン(2016年度)→32トン(2021年度)

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

　　補助公共事業費

（一部　森林づくり県民税基金活用事業）

山地地盤変動モニタリング
事業費

林業種苗生産拡大対策
事業費*

信州ジビエ総合振興対策
事業費

補助公共事業費*
（一部再掲）

53 (林務部-5)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

21

[100204][100401][100404]

信州の木活用課
森林づくり推進課 H30予算

22 直轄事業負担金

森林づくり推進課 H30予算

549,953 H29当初 642,121

　　県単独公共事業費

（一部　森林づくり県民税基金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

　　直轄事業負担金

393,000 H29当初 486,000

県単独公共事業費*
（一部再掲）

54 (林務部-6)



※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

1 道路照明灯LED化事業費
[110301]

道路管理課 H30予算
[債務負担行為額］

2 洪水浸水想定区域図作成
事業費
[110501]

河川課 H30予算

3 河川環境整備事業費*
[110501]

河川課 H30予算
[債務負担行為額]

【新】
4 県単河畔林整備事業費

[110501]

河川課 H30予算

191,052 H29当初 191,052
[186,000]

洪水時に倒木・流出し被害を発生させる恐れのある河川沿いの民有地にある
河畔林を除間伐するとともに、市町村管理河川の除間伐を支援することで、洪
水被害の防止・軽減を図ります。

（新）・一級河川区域外の除間伐
（新）・準用河川等における市町村の除間伐支援

*河畔林の除間伐：県管理河川概ね9カ所/年、市町村管理河川概ね15カ所/年　

(森林づくり県民税基金活用事業）

112,500 H29当初 0

建設部

（県単河川改修費）

46,645 H29当初 25,859
[739,518]

想定最大規模降雨での「洪水浸水想定区域図」を作成し区域を指定・公表す
ることで、市町村等関係機関と水害リスクを共有し、市町村による新たな洪水
ハザードマップの策定やタイムライン（防災行動計画）の策定を支援します。

　・洪水浸水想定区域図の作成

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に、156,000千円を計上しています。

*洪水浸水想定区域図の作成：7河川(2018年度)

104,000 H29当初 64,600

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

道路照明灯にかかる電気料と維持管理経費を削減するとともに、二酸化炭素
排出量の削減のため、水銀灯やナトリウム灯をLED灯に交換します。
2018年度は、交換済み以外の全県の県管理道路において、10年間のリース
契約により、道路照明灯をLED灯に交換します。

※経費削減効果（２年目～１０年目）：30,559千円／年

2017年度に策定される「諏訪湖創生ビジョン」に掲げる「人と生き物が共存し、
誰もが訪れたくなる諏訪湖」を目指す取組を進めるため、水草除去等を実施
し、水質改善を図ります。

  ・水草除去などの水質浄化工法の実施

*水草除去：510t(2018年度)、植生水路：300m(2018年度)、

　沈殿ピット：3,000m3(2018年度)、覆砂 一式(2018年度)

55 (建設部-1)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

5 要配慮者利用施設・避難所
を守る土砂災害対策
事業費
[110601]

砂防課 H30予算

6 土石流発生時の流木対策
推進事業費
[110601]

砂防課 H30予算
[債務負担行為額]

7 住民主導で作る地域の
防災マップへの支援事業費
［110601］

砂防課 H30予算

【新】
8 まちなかの緑地整備事業費

[110702]

都市・まちづくり課 H30予算

【新】
9 まちづくり・まちづかい推進

事業費
[110703]

都市・まちづくり課 H30予算

全国都市緑化信州フェアを契機に、市街地における木々に親しめる緑地の整
備を集中的に推進するため、市町村及び民間団体が行う緑地の整備に対して
補助します。

　・事業主体　　市町村、ＮＰＯ等民間団体
　・補助率　　 　１/２（市町村）、１/３（ＮＰＯ等）

*市街地の緑地整備箇所数：0カ所(2017年度)→4カ所(2018年度)
（森林づくり県民税基金活用事業）

4,000 H29当初 0

736 H29当初 0

土砂災害特別警戒区域等に立地する要配慮者利用施設や避難所を守るた
め、ハード対策とソフト対策の両面から土砂災害対策を推進します。

　・土砂災害特別警戒区域内の要配慮者利用施設の保全（全55施設）
　・土砂災害警戒区域内の木造1階建ての児童・老人福祉関係施設の保全
　　（全143施設）
　・土砂災害対策特別警戒区域内に指定された避難所の保全（全57施設）

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に、303,680千円を計上しています。

*要配慮者利用施設の保全完了数：31施設（2017年度）→45施設（2018年度）

*木造１階建て児童・老人福祉関係施設対策着手数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46施設(2017年度)→50施設(2018年度)
*避難所対策施設着手数：３施設（2017年度）→13施設（2018年度）

1,139,800 H29当初 968,400
[675,000]

平成29年7月九州北部豪雨を教訓とした、土石流発生時の流木流出による被
害拡大を防止するため、砂防施設による流木対策を推進します。

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に、2,284,880千円を計上しています。

23,920 H29当初 16,120

[4,305,000]

*2018年度：12施設着手

5,678,400 H29当初 5,539,880

魅力的な公共空間の創造や人材育成など、市町村のまちづくりを支援するた
め、民間や大学等と連携した「信州地域デザインセンター（仮称）」の設置を検
討します。

土砂災害から人命を守るため、関係部局と連携を図りつつ、危険箇所を把握
するとともに、地域で過去に発生した災害等の伝承も取り込みながら、地域の
特性を踏まえた地域ごとの防災マップを作成します。

*地域防災マップ作成市町村数：35市町村（2017年度）→43市町村（2018年度）

56 (建設部-2)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

10 全国都市緑化信州フェア
推進事業費
[110801]

都市・まちづくり課
全国都市緑化信州フェア推進室 H30予算

11 環境配慮型住宅普及促進
事業費
[110901]

建築住宅課 H30予算
[債務負担行為額]

12 住宅・建築物耐震改修総合
支援事業費
[110902]

建築住宅課 H30予算

13 空き家適正管理促進事業費
[110901]

建築住宅課 H30予算

市町村が取り組む空き家対策に技術的な支援を行うため、専門家派遣等を実
施するとともに、増加する空き家の適正管理と円滑な流通を促進するため、既
存住宅現況検査（インスペクション）費用等への補助を行います。
　
　　　・空き家対策セミナーの開催
 　　 ・課題解決に取り組む市町村へ専門家を派遣
　 　 ・既存住宅現況検査費用・売買瑕疵保険料への補助

*既存住宅現況検査件数：30件（2018年度）
*売買瑕疵保険加入件数：20件（2018年度）

2,867 H29当初 2,867

住宅や避難施設となる建築物等の耐震化を促進するため、市町村と協調し、
建物所有者が行う耐震診断・改修へ補助するとともに、耐震改修に関する住
宅所有者向けの相談会を実施します。

　　　・戸建住宅等の耐震診断、耐震改修（限度額100万円）への補助
（新）・耐震改修に関する住宅所有者向け相談会の実施
（新）・改修事業者の技術力向上のための講習会や改修事業者のリスト化

*住宅の耐震診断：896件(2016年度)→1,008件(2018年度)
*耐震改修：168件(2016年度)→250件(2018年度)

91,149 H29当初 81,733

[31,000]

持続可能な脱炭素社会を構築するため、自然エネルギーなどを活用した快適
で環境にやさしい環境配慮型住宅の新築やリフォームへの支援を実施しま
す。

　　　１　省エネ基準を満たし、県産木材を活用した新築住宅への補助
　　　　  ・助成額：30万円～80万円
　　　　  ・自然エネルギー導入、子育て世帯へは補助額を加算
（新）２　省エネルギー化リフォームへの補助
　　　　  ・助成率：助成対象工事費の1/5
　　　　  ・助成上限額：50万円
　　　　  ・自然エネルギー導入へは補助額を加算

*新築：161件（2016年度）→150件（2018年度)
*リフォーム：124件（2016年度）→285件（2018年度）

188,760 H29当初 126,180

368,116 H29当初 82,567

緑豊かな潤いあるまちづくりを推進するため、2019年度に開催する第36回全
国都市緑化信州フェアの会場整備や実施運営に向けた各種準備業務を行う
とともに、広報宣伝活動等の実施により、県民参加による開催機運の醸成を図
ります。

*フェアの来場者数：500,000人（2019年6月）
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　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

14 信州木のある暮らし推進
事業費
[110901]

建築住宅課 H30予算

15 県営住宅『５R』プロジェクト
推進事業費
[111001]

建築住宅課
公営住宅室 H30予算

[債務負担行為額]

16 第二期公共施設耐震対策
事業費
[111101]

施設課 H30予算
[債務負担行為額]

“信州の木”のある暮らしの魅力を発信するため、木造建築物の表彰、木造建
築の担い手確保に向けた啓発及び二地域居住者向けコンパクト住宅の普及
促進を実施します。

　・優良な木造建築物への「“信州の木”建築賞」表彰
　・中学校への大工技能者の派遣実習の実施
　・二地域居住者向けコンパクト住宅のモデルプランのPR

*コンパクト住宅プレゼンテーション来場者数：62人（2016年度)→80人（2018年度)

3,066 H29当初 11,362

[382,408]

地震から県民の生命及び財産を保護するため、防災上重要な拠点等となる県
有施設の耐震性能の強化や、県有施設の吊り天井の落下防止等の耐震対策
を計画的に進めます。

　・耐震診断　　19棟
　・設計　　　　　67棟
　・工事、監理　45棟

2,210,059 H29当初 1,273,516

1,642,341 H29当初 1,896,761
[341,869]

住宅に困窮する所得の少ない方の安心・安全・快適な暮らしを確保するため、
県営住宅プラン2016に基づく『５R』プロジェクトを推進し、県営住宅の整備充
実を図ります。

　 県営住宅『５R』プロジェクトの推進
  《Renovation》
　 老朽化した中高層住宅を活用し、子育て世帯が安心して住める県営住宅
　 としてリノベーション
　 　・リノベーション戸数　６戸
　《Reform》
　 入浴設備のない中高層住宅の浴室をリフォーム（ユニットバスや浴槽等を設
　 置）
 　　・入浴設備設置　274戸
　《Renewal》
　 今後も維持が必要な低層住宅を厳選してリニューアル（全面的リフォーム）
 　　・リニューアル実施設計
　《Reconstruction》
　 将来の市町村移管の協議が整った団地の建替え
  　 ・建替（建設着手含む）　78戸
　《Restructuring》
　 居住環境の整った団地への集約・移転の促進、老朽化した住宅の除却と土
　 地の有効活用
  　 ・集約・移転　190戸、除却　28戸

*建替戸数：21戸（2018年度着手）
*中高層住宅入浴設備設置住戸：78.0％（2016年度）→83.7％（2018年度）
*集約・移転戸数：190戸（2018年度）

58 (建設部-4)



　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

17 中央新幹線活用地域振興
事業費

[111201]

リニア整備推進局 H30予算

18

[110102]

建設政策課
技術管理室 H30予算

19 補助公共事業費*
（一部再掲）

建設政策課 H30予算
[債務負担行為額]

意欲と熱意ある建設企業が活躍できる環境を整備するため、県発注工事で優
れた工事等を実施した技術者及び企業を表彰します。

　・優良技術者表彰（一般部門、若手部門）

*優良技術者表彰申請者数：505名(2016年度)→500名以上(2018年度)

928 H29当初 967

4,485 H29当初 4,419

建設産業活力向上支援
事業費

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に、11,694,746千円を計上しています。

50,415,830 H29当初 48,945,086
[19,552,548]

安全・安心な県土づくりを進めるとともに持続可能な地域づくりを実現するた
め、国の予算を活用した補助公共事業を行います。

リニア中央新幹線の整備効果を広く県内に波及させ、地域の振興を図るため、
関係自治体や有識者、経済界等の意見を広く取り入れながら、リニア関連構
想の実現に向けた検討を進めます。
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　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

20 県単独公共事業費*
（一部再掲）

建設政策課 H30予算
[債務負担行為額]

21 直轄事業負担金

建設政策課 H30予算

※この他、平成29年度２月補正予算案（国補正対応分）に、2,471,834千円を計上しています。

13,564,000 H29当初 13,307,000

国が進める三遠南信自動車道、長野東バイパス等の道路事業、千曲川、天竜
川等の河川事業や天竜川、信濃川上流水系等における砂防事業等につい
て、地元自治体として負担金を支出します。

　　※　このほか、平成29年発生の災害復旧費を見込む

観光地周辺の道路整備や土木施設の修繕など、喫緊の課題に対応するた
め、県単独の予算による事業を行います。

16,203,114 H29当初 16,149,007
[1,196,500]
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※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

1 警察基盤強化事業費
[160101]

警察本部会計課 H30予算
[債務負担行為額]

2 大規模災害等
危機管理対策事業費
[160101][160103]

警察本部会計課 H30予算
[債務負担行為額]

3 犯罪抑止対策強化事業費
[160101]

警察本部会計課 H30予算

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

安全で安心な長野県を確立するため、地域における治安維持と災害警備対
策の拠点となる警察施設の基盤強化を推進します。

（新）・木曽警察署の建設に向けた敷地測量等
（新）・安曇野警察署増築
 　   ・交番・駐在所建替

*犯罪（刑法犯）の発生件数：10,000件未満(2018年)

警察本部

[195,000]

67,582 H29当初 172,310
[303,346]

安全で安心な社会をつくるため、子ども、女性、高齢者等の県民が被害者とな
る犯罪の抑止対策を強化します。

（新）・特殊詐欺被害防止活性化
　　　・子ども安全総合対策
　　　・街頭防犯カメラ設置促進事業

*犯罪（刑法犯）の発生件数：10,000件未満(2018年)

地震や集中豪雨等の自然災害や山岳遭難事故の発生に際し、県民の生命と
財産を守るための危機管理対策を強化します。

　　　・総合指揮システムの高度化
（新）・航空機安全運航能力強化

72,595 H29当初 30,285

31,982 H29当初 24,007
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※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

【新】
1

[150503]

教学指導課 H30予算

2 ＩＣＴ環境整備事業費
[150502]

教学指導課 H30予算

3

[150601]

教学指導課
全国高等学校総合文化祭推進室 H30予算

【新】
4

[150503]

教学指導課 H30予算

第42回全国高等学校総合
文化祭開催事業費

芸術文化活動による全国的・国際的規模での交流を通じ、県内高校生の主体
性・多様性・協調性を育むため、2018年８月、第42回全国高等学校総合文化
祭（2018信州総文祭）を開催します。

*全国大会・ブロック大会出場文化系クラブ数：19(2017年度)→19(2018年度)

247,128 H29当初 81,154

自然教育・野外教育推進
事業費

子どもたちの「たくましく生き抜く力」を育むため、長野県の豊かな自然を生かし
た自然教育・野外教育を推進するプログラムの検討を行います。

　・自然教育・野外教育推進検討会議（仮称）の開催

*自然教育・野外教育の目指す方向性の取りまとめ

583

信州型ユニバーサル
デザイン構築事業費

新学習指導要領への移行を見据えた授業改善を推進するため、授業づくりの
基本として大事にしたい内容を「信州型ユニバーサルデザイン」として構築し、
各学校への普及を進めます。

　・「信州型ユニバーサルデザイン」のリーフレット作成
　・リーフレットを活用した研修や学校訪問等の実施

*信州型ユニバーサルデザインの策定

従来の知識習得型の学習から、課題発見・解決能力や論理的思考力、コミュニ
ケーション能力等を育む学習への転換を図るため、2020年度までに県立高等
学校のＩＣＴ環境整備を行い、すべての学習活動で科目横断的に探究的な学
びを実践します。

（拡）・探究的な学びのための電子黒板・タブレットＰＣ等の整備　13校→38校

*ＩＣＴを使って授業ができる教員の割合：63.3％（2016年度）→78％（2018年度）

443,543

H29当初 0

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

H2９当初

452 H29当初 0

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

78,591

教育委員会
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　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
5 「信州幼児教育支援センター

(仮)」の設置に向けた調査
研究事業費
[150702]

心の支援課 H30予算

【新】
6

[150503]

教学指導課 H30予算

【新】
7

[150204]

 学校の割合（配置校）：80％(2018年度)

義務教育課 H30予算

【新】
8

[151002]

スポーツ課 H30予算

9 スクールカウンセラー事業費
[150701]

心の支援課 H30予算

部活動指導員任用事業
補助金

中山間地域の新たな学びの
創造事業費

児童生徒が安心して学校生活を送り、学習に取り組めるよう、児童生徒の悩み
に適切かつ迅速に対応できるスクールカウンセラー（臨床心理士等）を配置し、
学校内の相談体制を充実します。

*少人数の良さを生かした学習スタイルの開発

3,003 H29当初 0

小規模校での学校種、市町村を超えたエリア単位で連携・協働する学校づくり
や、ICTを活用した最先端の学びを実現するため、中山間地域リーディングス
クールを指定し、実践活動を通じて授業改善やICT活用を研究します。

　・中山間地域の新たな学び開発チームの設置
　・中山間地域リーディング・スクールの設置
　・ＩＣＴ活用・遠隔授業の実施

全ての就学前児童が、質の高い幼児教育を受けられる体制を整備するため、
そのプラットフォームとなる「信州幼児教育支援センター(仮)」の設置に向けた
調査研究を行います。

　・「長野県幼児教育あり方検討会(仮称)」の設置
　・「長野県幼児教育振興基本方針(仮称)」の策定

運動部活動の充実と、教員の運動部活動指導の負担軽減を図り教員の働き方
改革につなげるため、公立中学校への部活動指導員の配置を支援します。

　・事業主体　　市町村
　・補助率　　　  2/3

*部活動指導員配置数：0人(2016年度)→109人(2018年度)

24,416 H29当初 0

「チームとしての学校」
スクール・サポート・スタッフ
配置事業費

0

170,598 H29当初 148,755

教員の業務負担軽減を図り、児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体
制を作るため、授業以外の諸業務を補助的に行うサポート・スタッフを一定規模
以上の小中学校に配置します。

　・スクール・サポート・スタッフの配置

*１か月の時間外勤務時間が１人当たり45時間以下又は前年度比10％以上減の

71,808 H29当初 0

896 H29当初
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　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

10 スクールソーシャルワーカー
活用事業費
[150701]

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

心の支援課 H30予算

11 特別支援学校就労支援
総合事業費
[150402]

特別支援教育課 H30予算

【新】
12

[150801]

 検討会議の開催:3回

文化財・生涯学習課 H30予算

13 図書館改革事業費
[150802]

文化財・生涯学習課 H30予算

「信州・ｗｅｂカレッジ
（仮称）」創造事業費

0

主体的・創造的な県民の学びを支える拠点としての機能を強化するため、県立
図書館を中心に多様な情報や人がつながり、アイディアを形にしていく「知と創
造の場」としての図書館づくりに取り組みます。

（新）・「信州・学び創造ラボ」の整備
　　　・「信州・知の入口」ポータル（信州に関する情報資産の一元的検索と
　　　　相互活用のためのデジタル情報基盤）構築に係る検討
　　　・これからの図書館実現フォーラムの開催

県民が生涯にわたり学び、主体的に考える力を身に付けるため、学びたい人
が、学びたいときに、学ぶことができるオンライン上の学習プラットホームの構築
を検討します。

　・「信州・ｗｅｂカレッジ（仮称）」の機能検討
　・有識者などによる検討会議の開催

いじめ、不登校、暴力行為などの背景にある家庭的な問題に対応するため、社
会福祉や精神保健福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーを配置し、
地域や専門機関等と連携して困難を抱える児童生徒を取り巻く環境を改善しま
す。

*スクールソーシャルワーカーを介した関係機関との連携数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  926件(2016年度)→1,200件(2018年度)

79,049 H29当初 62,553

*ＩＴ専門家、キャリア開発有識者、学びの活動の実践者等による

73,674 H29当初 11,853

385 H29当初

*一般企業で実習した生徒の一般就労割合：62.1％(2015年度)→72.0％(2018年度)

21,280 H29当初 15,873

就職率の向上と卒業後の社会自立・社会参加を促進するため、特別支援学校
高等部の就労支援体制を充実します。

（拡）・特別支援学校における技能検定の実施校　４校→11校
（拡）・就労コーディネーターの増員　４人→５人
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　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

14 県立歴史館事業費
[150803]

文化財・生涯学習課 H30予算

【新】
15

[151003]

スポーツ課 H30予算

16 県立武道館建設事業費
[151001]

スポーツ課 H30予算

県立歴史館を「来館型」から「地域貢献型」の歴史館へ転換するため、歴史を
学ぶことから未来を考える地域活動の支援や地域活性化に活きる情報発信、
地域課題を捉えた調査研究等に取り組みます。

　・来館機会が少ない地域で歴史の魅力を伝える「お出かけ歴史館」を実施
　・信州の歴史をわかりやすく伝える「歴史館版信州学ブックレット」を刊行
　・地域の「人」にスポットライトを当てた企画展を開催

第82回国体に向けた競技
力向上特別対策事業費

2027年に本県で開催される第82回国民体育大会において、県民の期待に応
え開催県としてふさわしい成績を収めるため、選手強化を図ります。

　・競技力向上対策本部の設置
　・競技体験会や運動能力テスト等を実施し、ジュニア期の選手の発掘・育成
　　を強化

245,477 H29当初 178,523

県内の武道振興の中核的拠点となる県立武道館を建設します。

　・場　　　所　佐久市
　・施設規模　延床面積　11,600㎡
　　　　　　　　　建築面積　10,400㎡

*2019年度供用開始

1,168,392 H29当初 137,200

15,596 H29当初 0

*本部委員会の開催：2回（2018年度）
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※ 事業名の末尾に＊を付したものは地域振興局長の要望・提案反映事業

1 電気事業
[130101]

１　経営の安定
　　  ・西天竜発電所の大規模改修、小渋第２発電所出力増強
　　　・県管理ダムを活用した新規発電所建設
　　　・春近発電所大規模改修に係るＰＦＩ活用推進
２　地域への貢献、地域との共存・共栄　（一般会計への繰出し）
（新）・地方創生積立金からの繰出し
　　　・長野県こどもの未来支援基金への繰出し
　　　・省エネルギー推進支援積立金からの繰出し
（新）・第42回全国高等学校総合文化祭長野大会への支援
３　リスクマネジメント
（新）・施設運転管理情報共有システムの整備（電気・水道事業共通）
（新）・ドローン活用による危機管理機動力強化
４　社会環境変化への挑戦
（新）・水素ステーション実証モデル事業
（新）・働きやすく機動的な職場環境整備（電気・水道事業共通）
　　　　（快適な執務スペースの確保、ＬＥＤ照明への切替、衝突防止機能付き車両への切替）

企業局 H30予算
[債務負担行為額]

2 末端給水事業

［130102］

１　経営の安定
      ・施設・管路の耐震化及び老朽化対策の推進
（拡）・音圧ロガー漏水監視機器の拡充（各所１基体制）
２　地域への貢献、地域との共存・共栄
　　　・天龍村の簡易水道施設整備に係る事務の代替執行
　　　・高齢者元気応援システム（ASA System)の実証実験
（新）・音圧ロガー漏水監視機器貸出しによる市町村の有収率向上支援
３　リスクマネジメント
　　　・「安心の蛇口」の整備（２か所）
（新）・施設運転管理情報共有システムの整備（再掲）
４　社会環境変化への挑戦
（新）・水道工事の建設現場への週休２日の導入及び女性活躍応援事業
（新）・働きやすく機動的な職場環境整備（再掲）

企業局 H30予算
[債務負担行為額]

3 用水供給事業
［130103］

１　経営の安定
      ・施設・管路の耐震化及び老朽化対策の推進
２　リスクマネジメント
（新）・災害時市村応急給水支援体制の整備
（新）・施設運転管理情報共有システムの整備（再掲）
３　社会環境変化への挑戦
（新）・水道工事の建設現場への週休2日の導入及び女性活躍応援事業(再掲)
（新）・働きやすく機動的な職場環境整備（再掲）

企業局 H30予算
[債務負担行為額]

基幹施設・基幹管路の耐震化や有収率向上対策の拡充、「安心の蛇口」の整備な
ど、経営戦略の着実な推進を図るとともに、水道事業の新たな役割を見据えた地域
貢献や、危機管理体制の強化、社会環境変化への挑戦などに取り組みます。

　　　　　　　　事　業　名
　　　　　　［事業改善シート番号］

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

基幹施設・管路の耐震化、老朽化した機器の更新など、経営戦略の着実な推進を図
るとともに、危機管理体制の強化や、社会環境変化への挑戦に取り組みます。

企業局

[488,244] [債務負担行為額] [1,087,000]

5,736,487 H29当初 4,425,537
[341,996] [債務負担行為額] [3,545,257]

西天竜発電所の大規模改修や春近発電所のPFI活用の推進など経営戦略の着実な
推進を図るとともに、県管理ダムを活用した新規発電所の建設や、地方創生推進支
援のための新たな地域貢献、社会環境変化への挑戦などに取り組みます。

[50,000] [債務負担行為額] [189,000]

7,210,704 H29当初 7,276,070

1,930,193 H29当初 2,194,473

66 (企業局-1)



危機管理部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

消防課 026-235-7407 026-233-4332 shobo@pref.nagano.lg.jp

危機管理防災課 026-235-7184 026-233-4332 bosai@pref.nagano.lg.jp

企画振興部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

総合政策課 026-235-7013 026-235-7471 seisaku@pref.nagano.lg.jp

情報政策課 026-235-7138 026-235-0517 joho@pref.nagano.lg.jp

統計室 026-235-7070 026-235-0517 tokei@pref.nagano.lg.jp

広報県民課 026-235-7110 026-235-7026 koho@pref.nagano.lg.jp

交通政策課 026-235-7015 026-235-7396 kotsu@pref.nagano.lg.jp

松本空港利活用・国際化推進室 026-235-7019 026-235-7396 airport@pref.nagano.lg.jp 

市町村課 026-235-7063 026-232-2557 shichoson@pref.nagano.lg.jp

地域振興課 026-235-7023 026-235-7397 shinko@pref.nagano.lg.jp

楽園信州・移住推進室 026-235-7024 026-235-7397 iju@pref.nagano.lg.jp

総務部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

秘書課 026-232-2002 026-235-6232 hisho@pref.nagano.lg.jp

人事課 026-235-7137 026-235-7395 jinji@pref.nagano.lg.jp

コンプライアンス・行政経営課 026-235-7029 026-235-7030 comp-gyosei@pref.nagano.lg.jp 

職員課 026-235-7034 026-235-7478 shokuin@pref.nagano.lg.jp

財政課 026-235-7039 026-235-7475 zaisei@pref.nagano.lg.jp

財産活用課 026-235-7043 026-235-7474 zaikatsu@pref.nagano.lg.jp

税務課 026-235-7046 026-235-7497 zeimu@pref.nagano.lg.jp

県税徴収対策室 026-235-7050 026-235-7497 zeicho@pref.nagano.lg.jp

情報公開・法務課 026-235-7059 026-235-7370 kokai@pref.nagano.lg.jp

県立大学設立準備課 026-217-2240 026-235-0026 daigaku@pref.nagano.lg.jp

総務事務課 026-235-7135 026-235-7082 somujimu@pref.nagano.lg.jp

職員キャリア開発センター 026-235-7290 026-235-7490 career@pref.nagano.lg.jp

県民文化部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

文化政策課 026-235-7281 026-235-7284 bunka@pref.nagano.lg.jp

信濃美術館整備室 026-235-7283 026-235-7284 shinbi@pref.nagano.lg.jp

県民協働課 026-235-7189 026-235-7258 kyodo-npo@pref.nagano.lg.jp

くらし安全・消費生活課 026-223-6770 026-223-6771 kurashi-shohi@pref.nagano.lg.jp

人権・男女共同参画課 026-235-7106 026-235-7389 jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp

国際課 026-235-7173 026-232-1644 kokusai@pref.nagano.lg.jp

次世代サポート課 026-235-7207 026-235-7087 jisedai@pref.nagano.lg.jp

こども・家庭課 026-235-7095 026-235-7390 kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

私学・高等教育課 026-235-7285 026-235-7499 shigaku-koto@pref.nagano.lg.jp

健康福祉部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

健康福祉政策課 026-235-7091 026-235-7485 kenko-fukushi@pref.nagano.lg.jp

国民健康保険室 026-235-7096 026-235-7485 kokuho@pref.nagano.lg.jp

医療推進課 026-235-7145 026-223-7106 iryo@pref.nagano.lg.jp

医師確保対策室 026-235-7144 026-223-7106 doctor@pref.nagano.lg.jp

地域福祉課 026-235-7114 026-235-7172 chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

健康増進課 026-235-7112 026-235-7170 kenko-zoshin@pref.nagano.lg.jp

保健・疾病対策課 026-235-7141 026-235-7170 hoken-shippei@pref.nagano.lg.jp

介護支援課 026-235-7111 026-235-7394 kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

障がい者支援課 026-235-7103 026-234-2369 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

食品・生活衛生課 026-235-7153 026-232-7288 shokusei@pref.nagano.lg.jp

薬事管理課 026-235-7157 026-235-7398 yakuji@pref.nagano.lg.jp

環境部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

環境政策課 026-235-7171 026-235-7491 kankyo@pref.nagano.lg.jp

環境エネルギー課 026-235-7209 026-235-7491 kankyoene@pref.nagano.lg.jp

水大気環境課 026-235-7176 026-235-7366 mizutaiki@pref.nagano.lg.jp

生活排水課 026-235-7321 026-235-7399 seikatsuhaisui@pref.nagano.lg.jp

自然保護課 026-235-7178 026-235-7498 shizenhogo@pref.nagano.lg.jp

資源循環推進課 026-235-7181 026-235-7259 junkan@pref.nagano.lg.jp

《　　連　　絡　　先　　》
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産業労働部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

産業政策課 026-235-7191 026-235-7496 sansei@pref.nagano.lg.jp

産業戦略室 026-235-7205 026-235-7496 senryaku@pref.nagano.lg.jp

産業立地・経営支援課 026-235-7195 026-235-7496 keieishien@pref.nagano.lg.jp

創業・サービス産業振興室 026-235-7198 026-235-7496 service@pref.nagano.lg.jp

ものづくり振興課 026-235-7196 026-235-7197 mono@pref.nagano.lg.jp

日本酒・ワイン振興室 026-235-7126 026-235-7197 jizake@pref.nagano.lg.jp

人材育成課 026-235-7199 026-235-7328 jinzai@pref.nagano.lg.jp

労働雇用課 026-235-7118 026-235-7327 rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

観光部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

山岳高原観光課 026-235-7250 026-235-7257 mt-tourism@pref.nagano.lg.jp

信州ブランド推進室 026-235-7249 026-235-7257 brand@pref.nagano.lg.jp

観光誘客課 026-235-7253 026-235-7257 kankoshin@pref.nagano.lg.jp

国際観光推進室 026-235-7252 026-235-7257 go-nagano@pref.nagano.lg.jp

農政部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

農業政策課 026-235-7211 026-235-7393 nosei@pref.nagano.lg.jp

農産物マーケティング室 026-235-7217 026-235-7393 marketing@pref.nagano.lg.jp

農業技術課 026-235-7220 026-235-8392 nogi@pref.nagano.lg.jp

園芸畜産課 026-235-7227 026-235-7481 enchiku@pref.nagano.lg.jp

農地整備課 026-235-7238 026-233-4069 nochi@pref.nagano.lg.jp

農村振興課 026-235-7242 026-235-7483 noson@pref.nagano.lg.jp

林務部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

森林政策課 026-235-7262 026-234-0330 rinsei@pref.nagano.lg.jp

信州の木活用課 026-235-7274 026-235-7364 ringyo@pref.nagano.lg.jp

県産材利用推進室 026-235-7266 026-235-7364 mokuzai@pref.nagano.lg.jp

森林づくり推進課 026-235-7275 026-234-0330 shinrin@pref.nagano.lg.jp

鳥獣対策・ジビエ振興室 026-235-7273 026-235-7279 choju@pref.nagano.lg.jp

建設部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

建設政策課 026-235-7291 026-235-7482 kensetsu@pref.nagano.lg.jp

技術管理室 026-235-7294 026-235-7482 gijukan@pref.nagano.lg.jp

道路管理課 026-235-7301 026-235-7369 michikanri@pref.nagano.lg.jp

道路建設課 026-235-7318 026-235-7391 michiken@pref.nagano.lg.jp

河川課 026-235-7308 026-225-7069 kasen@pref.nagano.lg.jp

砂防課 026-235-7315 026-233-4029 sabo@pref.nagano.lg.jp

都市・まちづくり課 026-235-7296 026-252-7315 toshi-machi@pref.nagano.lg.jp

全国都市緑化信州フェア推進室 026-235-7349 026-252-7315 ryokka-fair@pref.nagano.lg.jp

建築住宅課 026-235-7339 026-235-7479 kenchiku@pref.nagano.lg.jp

公営住宅室 026-235-7337 026-235-7486 jutaku@pref.nagano.lg.jp

施設課 026-235-7342 026-235-7477 shisetsu@pref.nagano.lg.jp

リニア整備推進局 026-235-7016 026-235-7482 linear-kyoku@pref.nagano.lg.jp

企業局
課室名 電話 ファックス メールアドレス

経営推進課 026-235-7371 026-235-7388 kigyo@pref.nagano.lg.jp

電気事業課 026-235-7375 026-235-7388 kigyo@pref.nagano.lg.jp

水道事業課 026-235-7381 026-235-7388 kigyo@pref.nagano.lg.jp

教育委員会事務局
課室名 電話 ファックス メールアドレス

教育政策課 026-235-7421 026-235-7487 kyoiku@pref.nagano.lg.jp

義務教育課 026-235-7424 026-235-7494 gimukyo@pref.nagano.lg.jp

高校教育課 026-235-7428 026-235-7488 koko@pref.nagano.lg.jp

特別支援教育課 026-235-7432 026-235-7459 tokubetsu-shien@pref.nagano.lg.jp

教学指導課 026-235-7433 026-235-7495 kyogaku@pref.nagano.lg.jp

全国高等学校総合文化祭推進室 026-235-7438 026-235-7457 sobunsai@pref.nagano.lg.jp

心の支援課 026-235-7450 026-235-7484 kokoro@pref.nagano.lg.jp

文化財・生涯学習課 026-235-7439 026-235-7493 bunsho@pref.nagano.lg.jp

保健厚生課 026-235-7443 026-234-5169 hokenko@pref.nagano.lg.jp

スポーツ課 026-235-7447 026-235-7476 sports-ka@pref.nagano.lg.jp

警察本部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

会計課 026-233-0110 026-232-1110 police-kaikei@pref.nagano.lg.jp
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